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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（１）連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は期中平均株式数により算出しておりますが、無償で発

行した株式については期首に株式数が増加したものとして算出しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第16期については潜在株式が存在するものの１株当たり

当期純損失であるため記載しておりません。また、第19期については１株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。 

４．当社は、2014年４月１日付で普通株式及びＡ種優先株式を１株につき10株の割合で株式分割を行っており

ます。これに伴い、第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当た

り当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

５．2015年７月６日付でＡ種優先株式の全部を自己株式として取得し、これを全て消却しております。なお、

自己株式としての取得及び消却までの期間については期中平均株式数の計算に含めております。 

  

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 2014年９月 2015年９月 2016年９月 2017年９月 2018年９月 

売上高 （百万円） 36,655 37,270 37,383 40,262 41,682 

経常利益 （百万円） 1,439 1,682 2,065 2,017 881 

親会社株主に帰属する 
当期純利益又は 
親会社株主に帰属する 
当期純損失（△） 

（百万円） 1,482 △3,666 1,653 1,300 △1,073 

包括利益 （百万円） 1,474 △3,671 1,616 1,325 △1,095 

純資産額 （百万円） 9,763 2,011 4,087 6,023 4,546 

総資産額 （百万円） 48,551 43,492 42,291 43,646 35,545 

１株当たり純資産額 （円） 577.23 143.17 260.48 332.47 249.65 

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失
（△） 

（円） 76.74 △206.93 113.69 76.83 △60.30 

潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益 

（円） 70.64 ― 104.85 73.41 ― 

自己資本比率 （％） 20.0 4.5 9.6 13.6 12.5 

自己資本利益率 （％） 15.9 △62.8 55.0 26.1 △20.7 

株価収益率 （倍） 6.28 △2.25 7.20 12.1 △16.5 

営業活動による  
キャッシュ・フロー 

（百万円） 2,605 2,800 3,408 2,664 738 

投資活動による  
キャッシュ・フロー 

（百万円） △185 △744 799 △2,328 10,575 

財務活動による  
キャッシュ・フロー 

（百万円） △2,978 △1,985 △2,963 △987 △6,739 

現金及び現金同等物  
の期末残高 

（百万円） 2,529 2,602 3,840 3,194 7,766 

従業員数 
（人） 

815 867 956 1,066 1,151 

[外、平均臨時雇用者数] [163] [190] [203] [154] [190]
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（２）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．１株当たり当期純利益は期中平均株式数により算出しておりますが、無償で発行した株式については期首

に株式数が増加したものとして算出しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第19期については潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

４．当社は、2014年４月１日付で普通株式及びＡ種優先株式を１株につき10株の割合で株式分割を行っており

ます。これに伴い、第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当た

り当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

５．2015年７月６日付でＡ種優先株式の全部を自己株式として取得し、これを全て消却しております。なお、

自己株式としての取得及び消却までの期間については期中平均株式数の計算に含めております。 

６．第19期の１株当たり配当額24円は、特別配当10円を含んでおります。  

  

 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 2014年９月 2015年９月 2016年９月 2017年９月 2018年９月 

売上高 （百万円） 4,267  4,275  3,875  4,127  2,960  

経常利益又は 
経常損失（△） 

（百万円） 318  2,790  486  529  △491  

当期純利益 （百万円） 558  3,951  660  460  2,484  

資本金 （百万円） 7,311  7,311  7,613  7,983  7,983  

発行済株式総数             

普通株式 （株） 14,198,060  14,198,060  16,028,060  18,278,060  18,278,060  

Ａ種優先株式 （株） 6,545,460  ― ― ― ― 

純資産額 （百万円） 8,029  7,901  9,012  10,020  12,111  

総資産額 （百万円） 43,280  44,291  42,673  43,628  38,042  

１株当たり純資産額 （円） 453.51  575.52  579.17  562.93  680.47  

１株当たり配当額 
（円） 

10  12  12  12  24  
（うち１株当たり中間配
当額） 

（―） （―） （―） （―） （10）

１株当たり当期純利益 （円） 28.92  223.02  45.42  27.19  139.59  

潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益 

（円） 26.32  208.30  41.97  26.08  ― 

自己資本比率 （％） 18.5  17.8  21.1  23.0  31.8  

自己資本利益率 （％） 6.9  49.7  7.8  4.8  22.5  

株価収益率 （倍） 16.7  2.1  18.1  34.2  7.1  

配当性向 （％） 34.6  5.4  26.4  44.1  17.2  

従業員数 
（人） 

43  43  49  56  60  
[外、平均臨時雇用者数] [―] [―] [―] [―] [―] 
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２【沿革】 
 

1998年10月 大村浩次と大手賃貸管理業経営者数人が不動産賃貸仲介業界の質的向上やＩＴ化を目指して、統

一のブランドのもとに全国の不動産賃貸店舗をフランチャイズチェーン化するために、月一度テ

ーマを決め、研究に取り組む 

1999年10月 ㈱アパマンショップネットワークを資本金58百万円で東京都新宿区に設立 

福岡市博多区に福岡支店開設 

1999年12月 「マップシステム」、「ウェブ日報分析システム」を開発 

2000年２月 本社を東京都品川区に移転 

アパマンショップの広告・出版業務を行うため㈱エイエス出版を設立 

2000年５月 「新クライアントシステム」を開発 

2000年７月 大阪市淀川区に大阪支店開設 

2001年３月 大阪証券取引所（ナスダック・ジャパン）上場 

2001年６月 アパマンショップの賃貸物件の所有者に対する「プライベートコンサル業務」を行うため、㈱ア

パマンショップ・コンサルタンツを設立 

2001年９月 不動産ファンドの運用・管理業務を開始 

2002年１月 首都圏におけるプロパティ・マネジメント事業の強化を図るため、㈱アパマンショップコムズを

設立 

2002年４月 本社を東京都中央区に移転 

2002年８月 公募による新株式3,000株を発行 

2002年８月 静岡県浜松市砂山町に浜松営業所開設 

2002年８月 西東京エリアにおけるプロパティ・マネジメント事業の強化を図るため、㈱グリーンボックス管

理の全株式を取得し子会社化 

2002年９月 アパマンショップの顧客層に対し、質の高い各種サービスを提供し、顧客層の拡大を図るため、

マンスリーステイ・アパマンショップ㈱の株式を追加取得し子会社化 

2002年10月 アパマンショップの顧客層に対し、質の高い不動産物件情報を提供するため、㈱ウェブポータル

の株式を追加取得し子会社化 

2002年11月 ㈱アパマンショップ・コンサルタンツが投資用アパートメント斡旋・販売・受注事業を展開する

ため、事業内容を反映した「㈱アパマンショップホームプランナー」に商号変更 

2002年12月 首都圏におけるプロパティ・マネジメント事業の更なる営業基盤を強化するため、㈱サンリツメ

ンテの全株式を取得し子会社化 

2002年12月 ㈱アパマンショップホームプランナーが不動産オーナーから当該物件をサブリースすること等を

行うため、㈱アパマンショップ保証を設立 

2003年６月 プロパティ・マネジメント事業の一体化、経営の効率化のため、㈱グリーンボックス管理を吸収

合併 

2003年６月 グループ全体の経営効率化を図るため、㈱ウェブポータルを吸収合併 

2003年９月 プロパティ・マネジメント事業の今後の事業展開を勘案し、㈱サンリツメンテの株式を譲渡 

2003年12月 アパートや戸建住宅の建築事業において商品を多様化するため、㈱グランビルの株式を子会社㈱

アパマンショップホームプランナーが追加取得し子会社化 

2004年６月 ＡＭ事業の一体化、経営の効率化のため、子会社㈱アパマンショップホームプランナーが㈱グラ

ンビルを吸収合併 

2004年６月 大阪地区のプロパティ・マネジメント事業の業容拡大のため、㈱住通サービスの全株式を取得し

子会社化 

2004年９月 プロパティ・マネジメント事業の今後の事業展開を勘案し、㈱住通サービスの株式を譲渡すると

ともに、同社の賃貸管理業の営業権を譲受け 

2004年10月 第三者割当による新株式12,802株を発行 

2005年３月 当社及び当社グループのＦＣ事業・プロパティ・マネジメント事業・ＡＭ事業での不動産事業の

強化のため、小倉興産㈱の株式を取得し子会社化 

2005年４月 第三者割当による新株式90,000株を発行 
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2005年５月 ＡＭ事業の強化のため、㈱鈴木工務店と資本・業務提携を実施 
 

2005年９月 当社グループ全体の経営効率化を図るため、㈱アパマンショップ北海道を吸収合併 

2005年９月 海外事業展開の一環として、韓国ソウルのUni assetの子会社の全株式を取得し、アパマンショ

ップコリアに商号変更 

2005年９月 不動産事業に特化するため、子会社小倉興産㈱の石油事業を小倉興産エネルギー㈱に譲渡 

2005年11月 北海道地区での活動を強化するため、駒矢ビル㈱の全株式を取得し子会社化 

2005年11月 不動産情報に特化したＷＥＢポータルサイト構築と不動産情報提供サービスの強化のため、㈱シ

ステムソフトを子会社化 

2006年３月 コンストラクションマネジメント事業への進出とＡＭ事業の体制強化のため、㈱鈴木工務店の第

三者割当増資を引受け子会社化 

2006年４月 普通株式１株を３株に分割 

2006年５月 事業再編のため、子会社㈱アパマンショップリーシングが㈱アパマンショッププロパティ及び㈱

アパマンショップ東海を吸収合併 

2006年７月 ㈱アパマンショップネットワーク（旧商号：㈱ＡＳＮネットワーク）、㈱アパマンショップリー

シング及び㈱ＡＳＮアセットマネジメントの３社に事業を分割承継し、持株会社体制に移行 

商号を「㈱アパマンショップネットワーク」から「㈱アパマンショップホールディングス」に変

更 

2006年７月 事業再編のため、小倉興産㈱を吸収合併し、子会社小倉興産プロパティ㈱が商号を「小倉興産

㈱」に変更 

2006年９月 事業再編のため、子会社㈱アパマンショップリーシングが㈱アパマンショップマンスリーを吸収

合併 

2006年９月 事業再編のため、子会社㈱ＡＳＮアセットマネジメントが㈱アパマンショップホームプランナー

を吸収合併 

2006年９月 北海道地区での賃貸斡旋事業、プロパティ・マネジメント事業の強化のため、子会社㈱アパマン

ショップリーシングが㈱日本地建グループの株式を取得し子会社化 

2007年４月 子会社㈱鈴木工務店が商号を「㈱ＡＳ－ＳＺＫｉ」に変更 

2007年４月 ファンド事業等の業容拡大及びパーキング事業の強化のため、㈱パレックスの株式を取得し子会

社化 

2007年６月 事業再編のため、子会社㈱ＡＳ－ＳＺＫｉが㈱ＡＳＮアセットマネジメントを吸収合併 

2007年10月 事業再編のため、子会社㈱アパマンショップリーシングが大地不動産㈱を吸収合併 

2008年３月 事業再編のため、子会社㈱アパマンショップリーシングが㈱ロッシュを吸収合併 

2008年３月 斡旋事業及びプロパティ・マネジメント事業の業容拡大のため、㈱インボイスＲＭの株式を取得

し子会社化 

2008年６月 海外事業展開の一環として、子会社㈱アパマンショップリーシングがタイバンコクに現地法人Ａ

ＰＡＭＡＮＳＨＯＰ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）Ｃｏ．，Ｌｔｄ．を設立 

2008年７月 事業再編のため、子会社小倉興産㈱が小倉興産ビルサービス㈱を吸収合併 

2009年２月 ㈱インボイスＲＭの商号を「㈱アパマンショップサブリース」に変更 

2009年６月 通信事業の取次推進を図るため、㈱エイエス・コミュニケーションズを設立 

2009年11月 第三者割当による新株式325,984株を発行 

2010年10月 事業再編のため、㈱アパマンショップネットワークが㈱エイエス出版を吸収合併 

2011年３月 事業再編のため、㈱アパマンショップネットワークが㈱ターナラウンドＲＥを吸収合併 

2011年３月 第三者割当によるＡ種優先株式654,546株を発行 

2011年７月 事業再編のため、㈱ＡＳ－ＳＺＫｉの建設・開発事業を会社分割し、㈱鈴木工務店に事業承継 

2012年１月 事業再編のため、小倉興産㈱の全株式を譲渡 

2012年７月 ㈱日本地建の建設事業及び賃貸斡旋事業の一部、㈱カンリのプロパティ・マネジメント事業の一

部を日本地建㈱に事業承継 

㈱アパマンショップリーシングが、事業承継後の㈱日本地建と㈱カンリを吸収合併 

2012年７月 事業再編のため、㈱アパマンショップネットワークが駒矢ビル㈱を吸収合併 
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2013年１月 ㈱システムソフトがパワーテクノロジー㈱を吸収合併したことにより、㈱システムソフト及び傘

下の子会社を連結子会社から持分法適用関連会社に変更 
 

2013年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、㈱東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダー

ド）に上場 

2013年10月 事業再編のため、㈱アパマンショップリーシングが㈱ＡＳ－ＳＺＫｉを吸収合併 

2014年４月 普通株式１株を10株に分割並びに普通株式の単元株式数100株、Ａ種優先株式の単元株式数を１

株とする単元株制度採用 

2014年５月 海外事業展開の一環として、Stasia Capital Hong Kong Limited（ステイジア香港）の株式を取

得し、同社及び百特豪世房地産咨詢（上海）有限公司（ベターハウス）を子会社化 

2014年７月 事業再編のため、㈱アパマンショップサブリースが㈱パレックスを吸収合併 

2015年７月 Ａ種優先株式の全てを取得し、消却 

2015年９月 事業再編のため、旧㈱あるあるＣｉｔｙの事業の一部を新設子会社の㈱あるある（2015年９月に

㈱あるあるＣｉｔｙに商号変更）へ譲渡し、旧㈱あるあるＣｉｔｙを㈱アパマンショップサブリ

ースが吸収合併 

2017年４月 本社を東京都千代田区に移転 

2017年４月 ㈱アパマンショップネットワークの商号を「Ａｐａｍａｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ㈱」に変更 

2017年10月 ㈱アパマンショップリーシングの商号を「Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ㈱」に変更 

2018年１月 商号を㈱アパマンショップホールディングスから「ＡＰＡＭＡＮ㈱」に変更 

2018年５月 Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業拡大のため、Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ㈱が㈱プレストサービスの

株式を取得し子会社化 
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３【事業の内容】 

当社グループは、当社及び連結子会社26社及び関連会社３社（持分法適用会社）により構成されております。テク

ノロジーを核とした革新的なサービスを提供するグローバル企業を目指し、「Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業」

（ｆａｂｂｉｔブランドによるコワーキングの運営とエコシステムの提供、民泊やコインパーキング運営等）、「Ｐ

ｌａｔｆｏｒｍ事業」(賃貸斡旋、賃貸管理及びこれらに関連するサービス提供)、「Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ

ｙ事業」（ＦＣ加盟店に対するシステムや反響サービス等のシステム提供）を主軸として、その他事業（不動産の賃

貸等）を展開しております。 

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当してお

り、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断すること

となります。 

これらの事業の主な内容、各事業における当社、連結子会社及び関連会社の位置付け等は次のとおりであります。 
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（１）Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業 

ｆａｂｂｉｔ業務は、ｆａｂｂｉｔブランドにて、コワーキング運営及びエコシステムの提供を行っておりま

す。主に、不動産オーナーより事務所を賃借し、当社グループが貸主として、スタートアップ企業を中心とした入

居者へ転貸しております。 

民泊業務は、不動産オーナーから部屋を賃借し当社グループが貸主となって転借する民泊運営及び不動産所有者

からの民泊の管理業務を受託しております。 

パーキング業務は、ｗｅｐａｒｋブランドにて、不動産オーナーより土地ないし駐車場を賃借し、当社グループ

が貸主となって時間貸し等の転貸を行っております。 

  
（２）Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業 

賃貸管理業務は、アパート・マンションの所有者（不動産オーナー）から賃貸管理を受託しております。また、

サブリース業務は、不動産オーナーから不動産物件を借り上げ、当社が貸主となって入居者に対し賃貸を行ってお

ります。 

賃貸斡旋業務は、賃貸斡旋店舗の直営店にて賃貸仲介を行っております。 

関連サービス業務は、不動産オーナー、入居者ないしＦＣ加盟店に対して、付帯商品やサービス（保険、緊急駆

付け、家賃保証、消臭剤や消火剤等）の提供を行っております。 

  
（３）Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業 

主にＦＣ加盟店に対して、アパマンショップオペレーションシステム（ＡＯＳ）等の基幹システムを始めとした

システムや反響サービス、情報提供サービス等の提供を行っております。 

  
（４）その他事業 

主に不動産の賃貸、商業施設の運営を行っております。 
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４【関係会社の状況】 

（１）連結子会社 

 

名称 住所 
資本金又 
は出資金 
（百万円） 

主要な事業 
内容 

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 摘要 

Ａｐａｍａｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ㈱ 東京都千代田区 100 
Cloud 
technology、 
Platform、他 

99.0 
・役員の兼任あり 
・事務所の賃貸あり 
・業務委託契約あり 

（注）２ 
10 
13 

Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ㈱ 
（旧商号：㈱アパマンショップリーシ
ング）  

東京都千代田区 100 
Platform、 
ＰＩ・ファン
ド事業、他 

100.0 
・役員の兼任あり 
・事務所の賃貸あり 

（注）２ 
４ 
５ 
14 
18 

㈱アパマンショップサブリース 東京都千代田区 ― その他事業 100.0 ― （注）17 

ｗｅｐａｒｋ㈱ 
（旧商号：Ｓｈａｒｉｎｇ Ｅｃｏｎ
ｏｍｙ㈱） 

大阪府大阪市 
福島区 

58 
Sharing  
Economy、他 

100.0 
（51.7）

・役員の兼任あり 
・資金援助あり 

（注）３ 
４ 
12 

㈱あるあるＣｉｔｙ 東京都千代田区 10 その他事業 100.0 
・役員の兼任あり 
・資金援助あり 

（注）８ 

㈱アライアンスパートナー 東京都千代田区 1 
Sharing  
Economy 

100.0 
・役員の兼任あり 
・資金援助あり 
・事務所の賃貸あり 

（注）11 

㈱全国賃貸保証 東京都千代田区 40  Platform 90.0 ・事務所の賃貸あり   

ＡＳ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ㈱ 東京都千代田区 30 Platform 65.0 
・資金援助あり 
・事務所の賃貸あり 

  

Stasia Capital Hong Kong Limited
（ステイジア香港） 

中国香港 
千HKドル 

10 
Platform 100.0 ― （注）７ 

百特豪世房地産咨詢（上海）有限公司
（ベターハウス） 

中国上海市 
千USドル 

500 
Platform 

70.0 
（70.0）

― 
（注）３ 

７ 

㈱エイエス・サンプク 東京都千代田区 20 
Sharing  
Economy 

100.0 
（100.0）

・資金援助あり 
・事務所の賃貸あり 

（注）３
12 

㈱アパマンショップリーシング 
北海道 

北海道札幌市 
北区 

30 Platform 100.0 
・役員の兼任あり 
・事務所の賃貸あり 

  

ＡＰＡＭＡＮＳＨＯＰ（ＴＨＡＩＬＡ
ＮＤ）Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 

タイ国  
バンコク 

千バーツ 
10,000 

Platform 
49.0 

（49.0）
・役員の兼任あり 

（注）３ 
６ 

㈱アパマンショップリーシング 
福岡 

福岡県福岡市 
博多区 

10  Platform 100.0 ・事務所の賃貸あり   

㈱アメニティーハウス 愛媛県松山市 30 Platform 
100.0 

（100.0）
― 

（注）３ 
５ 
９ 

Ａｐａｍａｎ Ｅｎｅｒｇｙ㈱ 東京都千代田区 10 Platform 
66.6 

（66.6）
・資金援助あり 
・事務所の賃貸あり 

（注）３ 
５ 

㈱ポケカル九州 
福岡県北九州市 
小倉北区 

20 その他事業 
100.0 

（100.0）
― 

（注）３ 
８ 

綜合不動産ライフ通信㈲ 愛媛県松山市 3 Platform 
100.0 

（100.0）
― 

（注）３ 
９ 

Ａｐａｍａｎ Ｄｅｓｉｇｎ㈱ 東京都千代田区 10 
Cloud  
technology 

100.0 
（100.0）

・事務所の賃貸あり 
（注）３ 

10 

ｆａｂｂｉｔ㈱ 
（旧商号：ｆａｂｂｉｔ ａｌｐｈａ
㈱）  

東京都千代田区 10 
Sharing  
Economy 

73.1 
・資金援助あり 
・事務所の賃貸あり 
・業務委託契約あり 

  

 

㈱アパマンショップリーシング 東京都千代田区 10 Platform 100.0 
・役員の兼任あり 
・事務所の賃貸あり 

（注）６ 

Ａｐａｍａｎ ∪．Ｓ．Ａ．，  
Ｃｏｒｐ． 

米国 
テキサス州 

千USドル 
50 

Sharing  
Economy 

100.0 
（100.0）

― 
（注）３ 

11 

ｅｃｏｂｉｋｅ㈱ 東京都千代田区 10 
Sharing  
Economy 

86.6 ・資金援助あり （注）16 
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（注）１．主要な事業内容欄には、セグメントの名称を記載しております。  

２．特定子会社であります。 

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

４．ｗｅｐａｒｋ㈱（旧商号：Ｓｈａｒｉｎｇ Ｅｃｏｎｏｍｙ㈱）は、当社とＡｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒ

ｔｙ㈱（旧商号：㈱アパマンショップリーシング）が所有しております。 

５．㈱アメニティーハウス、Ａｐａｍａｎ Ｅｎｅｒｇｙ㈱及び㈱プレストサービスは、Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏ

ｐｅｒｔｙ㈱（旧商号：㈱アパマンショップリーシング）が所有しております。 

６．ＡＰＡＭＡＮＳＨＯＰ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）Ｃｏ．，Ｌｔｄ．は、㈱アパマンショップリーシングが所有

しております。 

７．百特豪世房地産咨詢（上海）有限公司（ベターハウス）は、Stasia Capital Hong Kong Limited（ステイ

ジア香港）が所有しております。 

８．㈱ポケカル九州は、㈱あるあるＣｉｔｙが所有しております。 

９．綜合不動産ライフ通信㈲は、㈱アメニティーハウスが所有しております。 

10．Ａｐａｍａｎ Ｄｅｓｉｇｎ㈱は、Ａｐａｍａｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ㈱が所有しております。 

11．Ａｐａｍａｎ ∪．Ｓ．Ａ．， Ｃｏｒｐ．は、㈱アライアンスパートナーが所有しております。 

12．㈱エイエス・サンプクは、ｗｅｐａｒｋ㈱（旧商号：Ｓｈａｒｉｎｇ Ｅｃｏｎｏｍｙ㈱）が所有してお

ります。 

13．Ａｐａｍａｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上

高に占める割合が10％を超えております。 

 主な損益情報 

（１）売上高          8,048百万円 

（２）経常利益         881百万円 

（３）当期純利益         541百万円 

（４）純資産額         6,683百万円 

（５）総資産額         7,423百万円 

14．Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ㈱（旧商号：㈱アパマンショップリーシング）については、売上高（連

結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

 主な損益情報 

（１）売上高          24,640百万円 

（２）経常利益         1,163百万円 

（３）当期純利益        1,009百万円 

（４）純資産額         6,086百万円 

（５）総資産額         11,772百万円 

15．当連結会計年度より、３Ｌ ｅｎｔｒａｎｃｅ及び㈱プレストサービスの株式を100％取得したため、連結

の範囲に含めております。また、Ｍａｒｉｍｏ Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ Ｐｈｉｌｉｐｐｉｎｅｓ Ｉ

ｎｃ．の株式を98.2％取得したため、連結の範囲に含めております。 

16. 当連結会計年度より、ｅｃｏｂｉｋｅ㈱を新たに設立したため、連結の範囲に含めております。  

17．当連結会計年度より、㈱アパマンショップサブリース（現連結子会社と同一商号）が新設分割により㈱ア

パマンショップサブリースを設立したため、連結の範囲に含めております。なお、分割後に当社の100％子

会社としております。 

18．2018年９月３日付で、連結子会社のＡｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ㈱（旧商号：㈱アパマンショップリ

ーシング）が連結子会社の㈱アパマンショップサブリース（現連結子会社と同一商号）を吸収合併してお

ります。 

Ｍａｒｉｍｏ Ｒｅａｌ 
Ｅｓｔａｔｅ 
Ｐｈｉｌｉｐｐｉｎｅｓ Ｉｎｃ． 

フィリピン国 
マニラ 

千ペソ 
79 

Sharing  
Economy 

98.2 ― （注）15 

３Ｌ ｅｎｔｒａｎｃｅ㈱ 東京都新宿区 5 
Sharing  
Economy 

100.0 ・資金援助あり （注）15 

㈱プレストサービス 
福岡県福岡市 
博多区 

10 Platform 
100.0 

（100.0）
・事務所の賃貸あり 

（注）３ 
５ 
15 
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（２）持分法適用関連会社 

（注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

２．㈱システムソフトは、有価証券報告書を提出しております。 

３．㈱システムソフトは、Ａｐａｍａｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ㈱が所有しております。 

４．㈱グランドゥースは、Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ㈱（旧商号：㈱アパマンショップリーシング）が

所有しております。 

  

 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 

（百万円） 
主要な事業内容

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 摘要 

㈱システムソフト 東京都千代田区 1,506 
Cloud  
technology 

35.1 
（35.1）

・役員の兼任あり 
（注）１

２ 
３ 

和太不動產股份有限公司 台湾臺北市 
千TWドル 

8,000 
Platform 49.0 ― ― 

㈱グランドゥース 
福岡県福岡市 
中央区 

51 
Sharing  
Economy 

49.0 
（49.0）

・資金援助あり 
（注）１

４ 
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５【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況 

2018年９月30日現在

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、顧問及びグループ外からの当社グ

ループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員数）は、

（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

  

（２）提出会社の状況 

2018年９月30日現在

  

（注）１．従業員数は就業人員（顧問及び社外からの当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者（パートタイマ

ー、人材会社からの派遣社員）はおりません。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

（３）労働組合の状況 

当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありませ

ん。 

  

 

セグメントの名称 従業員数（人） 

Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ 38（ 7 ） 

Ｐｌａｔｆｏｒｍ 891（ 101 ） 

Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 139（ 77 ） 

その他事業 23（ 5 ） 

全 社（共 通） 60（ ― ） 

合  計 1,151（ 190 ） 
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

60 36.40 3.41 4,143,523 
 

セグメントの名称 従業員数（人） 

全 社（共 通） 60 

合  計 60 
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第２【事業の状況】 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは以下の経営理念と経営方針を掲げ、企業価値の向上と事業規模の拡大、利益向上に努めておりま

す。 

経営理念 

一、全社員とその家族の幸せを物心ともに追求する。 

一、謙虚にして驕らず人格を高め地域社会に貢献する。 

一、会員と加盟店皆様の収益向上に貢献する。 

  
経営方針 

一、先端技術や先端ビジネスモデルを取り入れ、価値あるサービスを社会へ提供します。 

一、法令とその精神を遵守し、公正な企業活動を通じて社会から信頼される企業を目指します。 

一、革新的ビジネスアプローチによって、生産性と労働条件を共に高めます。 

  
（２）会社の対処すべき課題 

当社は、当期より主要セグメントを「Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業」、「Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業」、

「Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業」とし、テクノロジーを核としたサービスの提供を推進しております。 

「Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業」は、ｆａｂｂｉｔブランドによるコワーキングの運営とエコシステム

の提供、2018年６月15日に施行された「住宅宿泊事業法」を契機とした民泊運営、ｗｅｐａｒｋブランドによるコ

インパークやシェアパークの運営、及び、ｅｃｏｂｉｋｅブランドによるシェアサイクルを拡大いたします。 

「Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業」は、ＡＩやＲＰＡ（Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ）などを

さらに活用し、現業の生産性向上に加え、付帯商品や関連サービスの拡大を推進してまいります。 

「Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業」は、主にＦＣ加盟企業に対して、ＡＩ、ＲＰＡ（Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐ

ｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ）、ＩｏＴの商品やサービスの提供を推進してまいります。 
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２【事業等のリスク】 

以下におきまして、当社グループの事業展開に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載

しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項につきましても、投資家の投資判断上、重要

であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。なお、

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針

であります。 

なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

  
①店舗のフランチャイズ方式運営について 

当社グループは、不動産賃貸斡旋店をフランチャイズ（ＦＣ）方式で行っております。 

当社グループが優良なサービスを維持できなくなった場合、他社が当社グループ以上のサービスを行った場合、

一部のＦＣ加盟店において低水準のサービス提供もしくは違法行為等がありＦＣ全体のイメージダウンとなった場

合、又はＦＣ加盟企業が集団で独自の事業展開を志向した場合等に、ＦＣ加盟店舗数が減少し又は伸び悩み、当社

グループの経営成績に悪影響を与える可能性があります。 

  

②システムについて 

当社グループにおいて、システム開発はＣｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業基盤と深く関係しており、ＦＣ

加盟店が必要とするシステムの自社開発又は他社への委託もしくは他社からのシステム購入等は重要な経営課題で

あると考えております。新システムの開発、購入等には多額のコストが必要とされる可能性があり、その結果、当

社グループの経営成績に悪影響を与える可能性があります。 

更に、当社は、コンピュータシステム、データベースのバックアップを行っていますが、当社システムの故障、

大規模広域災害、又はコンピュータウィルス等によるデータベースへの影響又はサービスの中断により、当社が損

害を被り、又はＦＣ加盟店、不動産オーナー、入居者もしくは入居希望者に損害の賠償を請求される可能性があ

り、その結果当社グループの経営成績に悪影響を与える可能性があります。当社グループのＷＥＢサイトは、一般

消費者へ無料で公開しており、一定期間システムが停止したとしても、一般消費者から損害賠償請求を受ける可能

性は少ないと考えておりますが、そのような事態が度重なれば、ＷＥＢサイト自体の信用を失うことになり、当社

グループの経営成績に悪影響を与える可能性があります。 

  

③Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業におけるプロパティ・マネジメント業務における原状回復工事等について 

当社グループは、Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業におきまして、賃貸借契約の契約当事者である入居者・不動産オーナー

から入居者退去時に原状回復工事を請け負っております。東京都では「東京における住宅の賃貸借に係る紛争の防

止に関する条例」が施行され原状回復工事にかかる費用は、入居者の故意・過失の場合以外は不動産オーナーの負

担となることが明確に示されました。当社グループは原状回復工事にかかる費用負担についてはかねてより定額制

を導入しておりますが、実費精算のケースも多く、原状回復工事にかかる当社グループの収益が減少する可能性が

あります。 

更に、今後当該条例が当社グループの営業エリアである全国主要都市に普及した場合には当社グループの経営成

績に悪影響を与える可能性があります。 

  

④国内不動産市況について 

当社グループのＰｌａｔｆｏｒｍ事業は、国内不動産市況の動向に大きな影響を受けております。 

Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業におきましては、ＦＣ加盟企業を通して間接的に不動産賃貸市況の影響を

受けております。 

また、賃金水準の動向、賃貸借契約の更改状況及び空室状況等による影響を直接的に受けております。 

更に、不動産市況が下落した場合には、当社グループの保有する有形固定資産の減損が発生する可能性がありま

す。 

今後、現在の国内不動産市況の低迷が長期化した場合又は悪化する場合には、当社グループの財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に悪影響を与える可能性があります。 
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⑤有利子負債について 

当社グループは、事業展開に伴う必要資金を主に金融機関からの借入金により調達しております。当社グループ

の資金調達に関して当社グループの業績や財務状況の悪化、風説、風評の流布等が発生した場合、あるいは金融不

安等が発生した場合には、必要な資金を合理的な条件で確保できず資金繰りが困難になる可能性があります。ま

た、今後の金利動向に著しい変化が生じた場合には支払利息の増加等により、当社グループの経営成績に悪影響を

与える可能性があります。 

  
⑥繰延税金資産について 

当社グループは、将来の課税所得に関する予測に基づき当連結会計年度末時点の連結貸借対照表において1,648百

万円、計上しております。しかしながら、今後の当社グループの業績等に応じ、繰延税金資産の額に見合う課税所

得の見込額が得られないと当社が判断した場合には、当社は、繰延税金資産の計上額を減額することがあり、その

結果、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に悪影響を与える可能性があります。 

  
⑦事業展開に伴う人材確保について 

当社グループは、不動産情報ネットワークをプラットホームとして事業を展開しており、また海外への事業展開

も行っております。これらの事業を展開していく上で、役職員には不動産ビジネスに関する高度な専門知識が求め

られると考えており、当社グループが要望するスキルを有する優秀な人材をいかに確保し教育していくかが重要な

課題と考えております。もし必要な人材を十分に確保又は教育できない場合、今後の事業展開に支障をきたす可能

性があるとともに、当社グループの経営成績に悪影響を与える可能性があります。 

  
⑧固定資産及びのれんの減損リスクについて 

当社グループは、Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業において、コワーキングスペースの内装等の設備投資を

行い、Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業を始めとして、システム開発を行っております。また、事業の成長拡

大に向け、必要に応じてＭ＆Ａを実施しております。その結果、有形固定資産、のれん及びその他の無形固定資産

を有しております。 

当該資産については、資産の簿価が回収できないと認められた場合、減損テストを行っております。その結果、

これらの資産が十分な将来キャッシュ・フローを生み出さない場合は減損損失を認識する必要が生じます。 

多額の減損損失を認識した場合、当社グループの財政状況及び業績に大きな影響を与える可能性があります。 

  
⑨出資金および貸付金の評価損失及び貸倒引当金計上リスクについて 

当社グループは、Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業において，提供するエコシステムの一環として、将来性

が期待される成長企業に対して、出資ないし貸付を行う場合があります。出資ないし貸付先の財政状況によって、

評価損失ないし貸倒引当金等を認識する必要が生じます。 

多額の評価損失等を認識した場合、当社グループの財政状況及び業績に大きな影響を与える可能性があります。 

  
⑩情報の管理について 

当社グループのＰｌａｔｆｏｒｍ事業における当社データベースには、ＦＣ加盟企業からの賃貸物件登録により

物件情報及び不動産オーナーの情報等がデータとして蓄積されます。また、入居希望者が当社グループのホームペ

ージ上で賃貸物件を検索する際に個人の情報データとして蓄積される場合があります。更に、入居者及び不動産オ

ーナーの情報等が当社グループの賃貸管理システム等に登録されております。 

これらの情報については、当社グループにおいて守秘義務があり、社内管理体制の強化や外部浸入防止のための

システム採用により漏洩防止を図っております。しかしながら、社内管理体制の問題又は社外からの侵入等により

これらのデータが外部に漏洩した場合、当社グループへの損害賠償請求や信用の低下等により当社グループの財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に悪影響を与える可能性があります。 
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⑪不動産関連法制等の変更について 

当社グループは、各事業の遂行に関連する宅地建物取引業法、国土利用計画法、建設業法、建築基準法、都市計

画法、不当景品類及び不当表示防止法等の不動産関連法制に改廃や新設が行われた場合には、今後の事業展開に支

障をきたす可能性があるとともに、当社グループの経営成績に悪影響を与える可能性があります。 

  
⑫天災地変等について 

当社グループは、地震や風水害等の天災地変又は突発的な事故の発生により、各事業におきまして、保有する資

産の毀損・滅失や締結している賃貸管理契約・サブリース契約等が契約解除になるおそれがあり、その場合、当社

グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に悪影響を与える可能性があります。 
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

  

（１）経営成績等の状況の概要 

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。 

  
①財政状態及び経営成績の状況 

当連結会計年度（2017年10月１日から2018年９月30日まで）におけるわが国の経済は、米国発の通商問題や資源

価格上昇への懸念、為替の想定の円高方向への修正等から、景況感は悪化しており、景気の先行き感に対しても不

安が見られます。しかしながら、製造業は国内外の好調な景気を追い風に、サービス業等は人手不足を背景に設備

投資意欲は高まっており、この設備投資によって、長期的には緩やかな回復傾向は継続しております。 

このような環境の下、当社グループは、テクノロジーを核とした革新的なサービスを提供するグローバル企業を

目指し、報告セグメントを「Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業」、「Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業」、「Ｃｌｏｕｄ

ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業」に変更いたしました。「Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業」及び「Ｐｌａｔｆｏｒ

ｍ事業」については、積極的な先行投資を行い、「Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業」については、ＲＰＡ

（Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ）を始めとする先進のシステム開発を実行いたしまし

た。 

なお、2018年１月11日付「固定資産譲渡に伴う特別利益及び法人税等の計上、借入金の返済並びに預り敷金保証

金の減少に関するお知らせ」にてお知らせしました不動産の売却に伴う法人税等が増加しており、親会社株主に帰

属する当期純損失が発生しております。 

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高416億82百万円（前年同期比3.5％増）、営業利益16億26百万円

（前年同期比36.4％減）、経常利益８億81百万円（前年同期比56.3％減）、親会社株主に帰属する当期純損失10億

73百万円（前年同期13億円の親会社株主に帰属する当期純利益）となりました。 

  

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。 

なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、前年同期比につきましても前年同期の数値

を変更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。 

  
（Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業） 

Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業は、ｆａｂｂｉｔブランドによるコワーキングの運営とエコシステムの提

供、2018年６月15日に施行された「住宅宿泊事業法」を契機とした民泊運営、ｗｅｐａｒｋブランドによるコイン

パーキングやシェアパーキングの運営、ｅｃｏｂｉｋｅブランドによるシェアサイクルを全国展開しております。 

当会計年度においては、施設数等の増加に向けた先行投資を積極的に行い、ｃｏ－ｗｏｒｋｉｎｇ直営施設は22

ヶ所（契約ベース）、民泊室数は716室（契約ベース）、コインパーキング台数は3,028台（契約ベース）となりま

した。 

その結果、当連結会計年度のＳｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業の売上高は13億17百万円（前年同期比18.7％

増）、営業損失は４億62百万円（前年同期28百万円の営業利益）となりました。 

  
（Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業） 

Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業は、主に賃貸斡旋、賃貸管理に関連する膨大なデータベースに対して、データマイニング

やマーケティングを実施しております。 

当連結会計年度においてはデータベースの規模を拡大するために賃貸管理獲得に向けた先行投資を行い、管理戸

数は90,198戸（前年同期比18,740戸増）となりました。 

その結果、当連結会計年度のＰｌａｔｆｏｒｍ事業の売上高は333億68百万円（前年同期比6.4％増）、営業利益

は19億73百万円（前年同期比10.3％減）となりました。 
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（Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業） 

Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業は、主にフランチャイズで展開するＦＣ加盟企業に対して、ＡＩ 、ＲＰ

Ａ（Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ），Ｉｏｔの商品やサービスを提供しました。 

その結果、当連結会計年度のＣｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業の売上高は73億34百万円（前年同期比5.1％

増）、営業利益は11億47百万円（前年同期比5.8％増）となりました。 

  
（その他事業） 

その他事業は、主に、保有不動産の入居率向上や商業施設の運営管理業務を行っております。 

本事業におきましては、2018年１月11日に「固定資産譲渡に伴う特別利益及び法人税等の計上、借入金の返済並

びに預り敷金保証金の減少に関するお知らせ」でお知らせいたしましたとおり、2018年１月26日に固定資産の売却

を行っており、従前からの傾向に引き続き、当該業務規模は縮小しております。 

その結果、当連結会計年度のその他事業の売上高は９億84百万円（前年同期比54.3％減）、営業損失は３億45百

万円（前年同期１億円の営業損失）となりました。 

  
流動資産 

当連結会計年度末における流動資産の残高は150億87百万円（前連結会計年度末比63億53百万円の増加）となり

ました。これは主に、現金及び現金同等物の増加等によるものであります。 

固定資産 

当連結会計年度末における固定資産の残高は204億57百万円（前連結会計年度末比144億55百万円の減少）とな

りました。これは主に、建物及び構築物の減少等によるものであります。 

流動負債 

当連結会計年度末における流動負債の残高は105億23百万円（前連結会計年度末比11億30百万円の増加）となり

ました。これは主に、短期借入金の減少等によるものであります。 

固定負債 

当連結会計年度末における固定負債の残高は204億74百万円（前連結会計年度末比77億55百万円の減少）となり

ました。これは主に、長期借入金の減少及び長期預り保証金の減少等によるものであります。 

純資産 

当連結会計年度末における純資産の残高は45億46百万円（前連結会計年度末比14億76百万円の減少）となりま

した。これは主に、利益剰余金の減少等によるものであります。 

  
②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度と比べて45億71百万円増加し、77億

66百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による収入は７億38百万円（前年同期比72.3％減）となりました。この主な要因は、税金等調整前当期

純利益の12億85百万円の減少及び仕入債務の増減額の９億38百万円の減少等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による収入は105億75百万円（前年同期23億28百万円の支出）となりました。この主な要因は、有形固定

資産の売却による収入の133億46百万円の増加及び有形固定資産の取得による支出96百万円の増加等によるものであ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による支出は67億39百万円（前年同期９億87百万円の支出）となりました。この主な要因は、有形固定

資産売却時の返済及びリファイナンスによる、長期借入金の返済による支出の245億88百万円の増加及び長期借入れ

による収入の増加191億11百万円等によるものであります。 
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なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、下記のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

※有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。 

  
③生産、受注及び販売の実績 

ａ．生産実績 

当社グループにおきましては、提供するサービスの性質上、生産実績の記載に馴染まないため、省略しており

ます。 

  

ｂ．受注状況 

生産実績と同様の理由により、記載しておりません。 

  

ｃ．販売実績 

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

３．金額は、販売価格によっております。 

４．当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、前年比の数値は前連結会計年度の数値を変

更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。 

  

 

  2015年９月期 2016年９月期 2017年９月期 2018年９月期 

自己資本比率（％） 4.5 9.6 13.6 12.5 

時価ベースの自己資本比率（％） 14.7 30.2 38.0 49.9 

債務償還年数（年） 11.2 8.2 10.0 26.9 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 6.0 10.3 9.6 4.0 
 

セグメントの名称 金額（百万円） 前年比（％） 

Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ 1,302 117.4 

Ｐｌａｔｆｏｒｍ 33,306 106.5 

Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 6,180 103.5 

その他事業 892 47.0 

合  計 41,682 103.5 
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（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容 

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

  
①重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）

連結財務諸表 注記事項 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。 

  
②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容 

ａ．当社グループの当連結会計年度の経営成績等 

「（１）経営成績等の状況の概要」に記載のとおりであります。 

  
ｂ．当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因 

「２ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

  
ｃ．当社グループの資本の財源及び資金の流動性 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「（１）経営成績等の状況の概要 ②キャッシ

ュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 

当社グループは、施設及び管理戸数増加に向けた積極的な先行投資、設備投資、システム開発等による事業規

模拡大に加え、Ｍ＆Ａや新規サービスの開発・強化を通じて事業の拡大を図っていくことを考えております。 

これらの資金需要については、営業キャッシュ・フローの他、外部借入による資金調達等も含め、最適な手段

を選択する予定です。 
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４【経営上の重要な契約等】 

フランチャイズ契約 

当社連結子会社のＡｐａｍａｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ㈱は、アパマンショップの商標を利用した不動産賃貸斡旋店舗の

運営希望者に対して「アパマンショップネットワーク加盟契約」を締結することでフランチャイズの付与を行って

おります。なお、契約の要旨は次のとおりであります。 

（注）１．2011年10月１日より料金改定しております。 

２．上記以外にも、サービス利用や機器導入に伴い、初期費用、月額費用が発生する場合があります。 

３．ＡＳシステム利用料、トータルメディアパックについては、複数出店の場合（一定の店舗数以上）に割引

があります。 

  

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

 

共通事項 

１．加盟店の呼称を統一する。 

２．契約期間は２年（２年毎の更新）とする。 

３．加盟店の出店テリトリーを定める。 

４．契約期間内であっても、原則として契約残存期間（更新後の場合も同様）のＡＳシステ
ム利用料相当額を一括で支払うことにより解約できる。 

料金形態 

一般加盟店 

初期基本費用 

１．加盟金は、出店地域により異なり、１店舗につき新規の場合100万円

～300万円（税別）、増店の場合25万円～75万円（税別）とする。 

２．広告分担協力金は、１店舗につき新規の場合10万円（税別）、増店の

場合５万円（税別）とする。 

月額基本費用 

１．ＡＳシステム利用料（ロイヤリティ相当額）は、原則として、１店舗

あたり、月額７万円（税別）とする。 

２．広告分担金は、出店地域により異なり、１店舗あたり月額０万～12万

円（税別）とする。 

３．トータルメディアパック費用は、出店地域により異なり、１店舗あた

り月額6.5万円～９万円（税別）とする。 

４．インターネット物件公開費用は、掲載物件の反響数に応じた反響課金

制であり、反響実績に応じた費用を請求する。 

５．情報誌を発刊している地域は、別途、情報誌発刊ランニング費用を請

求する。 

ＪＦＣ 

初期基本費用 

１．加盟金は、１店舗につき新規の場合150万（税別）、増店の場合100万

円（税別）とする。 

２．広告分担協力金は、１店舗につき新規の場合10万円（税別）、増店の

場合５万円（税別）とする。 

月額基本費用 

１．ＡＳシステム利用料（ロイヤリティ相当額）は、原則として、１店舗

あたり、月額売上総利益の５％（税別）とする。 

２．広告分担金は、出店地域により異なり、１店舗あたり月額０万～12万

円（税別）とする。 

３．トータルメディアパック費用は、出店地域により異なり、１店舗あた

り月額6.5万円～９万円（税別）とする。 

４．インターネット物件公開費用は、掲載物件の反響数に応じた反響課金

制であり、反響実績に応じた費用を請求する。 

５．情報誌を発刊している地域は、別途、情報誌発刊ランニング費用を請

求する。 
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第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資は、総額で14億60百万円であります。これは主に、Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍ

ｙ事業におけるｆａｂｂｉｔ拠点の新設費用、Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業における賃貸斡旋直営店の改装費用、Ｃｌｏｕ

ｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業におけるｗｅｂサイト及び基幹システム改修費用等であります。 

その他事業において、次の主要な設備を売却しております。その内容は以下のとおりであります。 

  

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

（１）提出会社 

（注）１．金額には消費税等を含めておりません。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品、機械装置及びその他有形固定資産であります。 

３．現在休止中の設備はありません。 

４．上記のほかリース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

  

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

セグメント
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額 

売却年月 建物及び 
構築物 

（百万円）

土地 
（百万円） 
（面積㎡） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

提出会社 

福岡地区 

（福岡県北九州

市小倉北区） 

その他 
事業 

賃貸物件 11,251 
31 

（22,799.65）
18 11,302 2018年１月

 

            2018年９月30日現在 

事業所名 
（所在地） 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額 
従業員数
（人） 建物及び 

構築物 
（百万円）

土地 
（百万円）
（面積㎡）

ソフト 
ウエア 

（百万円）

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

本社  
（東京都千代田区）  

全社セグ
メント  

本社機能 108 ― 24 14 147 60 

福岡地区 
（福岡県北九州市小倉
北区） 

その他 
事業 

賃貸物件 396 
765  

(6,255.64)
― ― 1,162 ― 

 

名 称 数量 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高
（百万円） 

ＡＯＳシステムＤＢ  
（所有権移転外ファイナンスリース）  

一式  5  11 12 

ＲＩＣＯＨ複合機  
（所有権移転外ファイナンスリース）  

一式  5  7 15 

ＤＥＬＬデスクトップＰＣ 
（所有権移転外ファイナンスリース） 

一式 5 4 1 

.ｃｏｍサイト リプレース 
（所有権移転外ファイナンスリース） 

一式 5 4 5 

ＴＶ会議システム 
（所有権移転外ファイナンスリース） 

一式 5 3 3 

ｅＶａｌｕｅＮＳ及びサーバー一式 
（所有権移転外ファイナンスリース） 

一式 5 3 4 

ｇｃｏｎｙ,ｓｎａｐｒｅｃサーバー増強 
（所有権移転外ファイナンスリース） 

一式 5 2 2 

ＨＥＬＬＯ ＣＹＣＬＩＮＧ設備 
（所有権移転外ファイナンスリース） 

一式 3 6 16 

ＨＥＬＬＯ ＣＹＣＬＩＮＧ設備 
（所有権移転外ファイナンスリース） 

一式 3 5 14 
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第４ 【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

（２）【新株予約権等の状況】 

①【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

②【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

③【その他の新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 41,350,000  

計 41,350,000  
 

種類 
事業年度末現在発行数（株）

（2018年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（2018年12月25日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名 
内容 

普通株式 18,278,060 18,278,060 
㈱東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 
100株 

計 18,278,060 18,278,060 ― ― 
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。 

２．会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものでありま

す。 

３．その他資本剰余金からの配当に伴う資本準備金の積立であります。  

４．2014年４月１日付で１株につき10株の割合で株式分割したことによる増加であります。 

５．2015年７月６日付で自己株式（Ａ種優先株式）の取得並びに、自己株式（Ａ種優先株式の全て）の消却に

よる変動であります。 

  

（５）【所有者別状況】 

①普通株式  

（注）自己株式 479,422株は「個人その他」に4,794単元及び「単元未満株式の状況」に22株を含めて記載しており

ます。 

  

 

年月日 
発行済株式総数

増減数（株） 

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減額

（百万円） 

資本金残高

（百万円） 

資本準備金増減額

（百万円） 

資本準備金残高

（百万円） 

2013年10月１日～ 
2013年11月30日 
（注）１ 

12,000 2,029,352 19 7,237 19 1,699 

2013年12月20日 
（注）２ 

― 2,029,352 ― 7,237 △1,679 19 

2013年12月24日 
（注）３ 

― 2,029,352 ― 7,237 19 39 

2014年１月１日～ 
2014年３月31日 
（注）１ 

30,000 2,059,352 49 7,287 49 88 

2014年４月１日 
（注）４ 

18,534,168 20,593,520 ― 7,287 ― 88 

2014年４月１日～ 
2014年６月30日 
（注）１ 

150,000 20,743,520 24 7,311 24 113 

2015年７月６日 
（注）５ 

△6,545,460 14,198,060 ― 7,311 ― 113 

2016年１月１日～ 
2016年５月31日 
（注）１ 

1,830,000 16,028,060 301 7,613 301 414 

2016年10月１日～ 
2017年３月31日 
（注）１ 

2,250,000 18,278,060 370 7,983 370 785 

 

  2018年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 

単元未満 
株式の状況
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 7 16 79 36 7 3,941 4,086 ― 

所有株式数 
（単元） 

― 20,645 17,803 35,784 17,817 11 89,161 181,221 155,960 

所有株式数 
の割合（％） 

― 11.39 9.82 19.75 9.83 0.01 49.20 100.00 ― 
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（６）【大株主の状況】 

2018年９月30日現在

（注）１．2018年２月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、フィデリティ投信

㈱が2018年２月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2018年９月

30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数  
（株） 

発行済株式 
（自己株式を 
除く。）の 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

大村 浩次  東京都中央区  4,985,460 28.01 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口）  

東京都中央区晴海１丁目８－11  929,800 5.22 

三光ソフランホールディングス㈱  
東京都中央区八重洲１丁目３-７ 八重洲
ファーストフィナンシャルビル13Ｆ  

847,890 4.76 

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信
託口）  

東京都港区浜松町２丁目11－３  739,800 4.16 

野村證券㈱  東京都中央区日本橋１丁目９番１号  712,510 4.00 

野村證券㈱自己振替口  東京都中央区日本橋１丁目９－１  700,000 3.93 

㈱ポエムホールディングス  
東京都千代田区大手町２丁目６番１号 
朝日生命大手町ビル  

647,790 3.64 

ジャパンベストレスキューシステム㈱  愛知県名古屋市中区錦１丁目10－20号  548,470 3.08 

ＢＢＨ （ＬＵＸ） ＦＯＲ 
ＦＩＤＥ ＬＩＴＹ ＦＵＮＤＳ－ 
ＪＡＰＡＮ ＡＧＧＲＥＳＳＩＶＥ 
（常任代理人 ㈱三菱ＵＦＪ銀行）  

２Ａ ＲＵＥ ＡＬＢＥＲＴ 
ＢＯＲＳＣＨＥＴＴＥ 
ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ Ｌ－1246 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１)  

428,600 2.41 

ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ 
ＬＩＭＩＴＥＤ ＯＭＮＩＢＵＳ－ 
ＭＡＲＧＩＮ （ＣＡＳＨＰＢ） 
（常任代理人 野村證券㈱）  

１ ＡＮＧＥＬ ＬＡＮＥ，ＬＯＮＤＯＮ， 
ＥＣ４Ｒ ３ＡＢ，ＵＮＩＴＥＤ 
ＫＩＮＧＤＯＭ 
（東京都中央区日本橋１丁目９－１）  

371,400 2.09 

計 ― 10,911,720 61.31 
 

大 量 保 有 者  フィデリティ投信㈱ 

住          所 東京都港区六本木七丁目７番７号 

保有株券等の数 1,779,000株 

株券等保有割合  9.73％ 
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２．2018年７月23日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において野村證券㈱及びその

共同保有者であるノムラ インターナショナル ピーエルシー（ＮＯＭＵＲＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮ

ＡＬ ＰＬＣ）及び野村アセットマネジメント㈱が2018年７月13日現在で以下の株式を所有している旨が

記載されているものの、当社として2018年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

  
（７）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」欄の「株式数」には、自己株式が22株含まれております。 

  

②【自己株式等】 

（注）上記に記載されたものは普通株式であり、発行済株式総数に対する所有株式数の割合も、普通株式について

計算しております。 

 

大 量 保 有 者  野村證券㈱ 

住          所 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 

保有株券等の数 1,427,210株 

株券等保有割合  7.81％ 
 

大 量 保 有 者  
ノムラ インターナショナル ピーエルシー 
（ＮＯＭＵＲＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ） 

住          所 
１ ＡＮＧＥＬ ＬＡＮＥ，ＬＯＮＤＯＮ，  
ＥＣ４Ｒ ３ＡＢ，ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤＯＭ 

保有株券等の数 89,100株 

株券等保有割合  0.49％ 
 

大 量 保 有 者  野村アセットマネジメント㈱ 

住          所 東京都中央区日本橋一丁目１２番１号 

保有株券等の数 20,100株 

株券等保有割合  0.11％ 
 

      2018年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

― ― 
479,400 

完全議決権株式（その他） 
普通株式   

176,427 
― 

17,642,700 

単元未満株式 
普通株式 

― ― 
155,960 

発行済株式総数 18,278,060 ― ― 

総株主の議決権 ― 176,427 ― 
 

        2018年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＡＰＡＭＡＮ（株） 
東京都千代田区大手町
２丁目６－１号 
朝日生命大手町ビル 

479,400 ― 479,400 2.62 

計 ― 479,400 ― 479,400 2.62 
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２【自己株式の取得等の状況】 
  

  

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。  

  

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

（注）当期間における取得自己株式には、2018年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。  

  
（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式数には、2018年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増請求による株式数は含めておりません。  

  

 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 
 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 1,480 1,702,250 

当期間における取得自己株式 193 221,388 
 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額 

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行
った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他（単元未満株式の買増請求） 50 193,550 ― ― 
          

保有自己株式数 479,422 ― 479,615 ― 
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３【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題と位置付けており、業績の進展等を勘案しながら利益還元に努め

ることを基本方針としております。また、内部留保金につきましては、財務体質の強化と今後の事業展開に備え確保

し、将来にわたる株主利益の向上に努めていく所存であります。  

剰余金の配当につきましては年１回、期末配当にて行っておりますが、定款において毎年３月31日を基準日として

中間配当を行うことができる旨、定めており、業績及び財務状況を踏まえて中間配当も行うものとしております。ま

た、当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行なうことができ

る。」旨定款に定めているため、これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。  

当期におきましては、上記の方針に基づき、１株当たり10円の中間配当（特別配当）及び１株当たり14円の期末配

当を行っております。  

また、翌事業年度につきましては、業績予想を踏まえ１株当たり14円での株式の期末配当を予定しております。  

  
なお、基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、㈱東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 

２．※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、㈱東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 

  

 

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たりの配当額 
（円） 

2018年４月27日 
取締役会決議 

177 10 

2018年11月５日 
取締役会決議 

249 14 
 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 2014年９月 2015年９月 2016年９月 2017年９月 2018年９月 

最高（円） 
7,300 
※630 

488 2,150 1,096 1,794 

最低（円） 
5,010 
※480 

401 456 683 776 
 

月別 2018年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,794 1,458 1,402 1,269 1,126 1,038 

最低（円） 1,052 1,160 1,154 1,008 948 925 
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５【役員の状況】 

男性６名 女性０名 （役員のうち女性の比率０％） 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（株） 

代表取締役 

社長 
― 大村 浩次 1965年６月29日生 

1998年10月 アパマンショップ研究会（任意の研

究会）の主要メンバーの一員とな

る。 

1999年10月 当社設立代表取締役社長（現任） 

2005年９月 ㈱アパマンショップリーシング（現

商号：Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒ

ｔｙ㈱）代表取締役社長（現任） 

2005年12月 ㈱システムソフト取締役会長 

2006年４月 ㈱ＡＳＮネットワーク（現商号：Ａ

ｐａｍａｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ㈱）代

表取締役社長 

2006年７月 ㈱アパマンショップネットワーク

（現商号：Ａｐａｍａｎ Ｎｅｔｗ

ｏｒｋ㈱）代表取締役会長（現任） 

2013年１月 ㈱システムソフト取締役（現任） 

2017年10月 Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ㈱

取締役会長（現任） 

（注）３ 4,985,460

常務取締役 ― 川森 敬史 1965年11月30日生 

2003年10月  当社入社ＦＣ事業本部副本部長 

2003年12月 当社取締役ＦＣ事業本部副本部長 

2004年７月 当社取締役ＦＣ事業本部長 

2004年10月 当社常務取締役（現任）ＦＣ事業本

部長 

2005年12月 ㈱システムソフト社外監査役 

2006年４月 ㈱ＡＳＮネットワーク（現商号：Ａ

ｐａｍａｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ㈱）取

締役 

2006年７月 当社常務取締役システム本部長 

㈱アパマンショップネットワーク

（現商号：Ａｐａｍａｎ Ｎｅｔｗ

ｏｒｋ㈱）代表取締役社長（現任）  

㈱アパマンショプリーシング（現商

号：Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔ

ｙ㈱）取締役リーシング事業本部長 

2007年６月 ㈱アパマンショップリーシング（現

商号：Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒ

ｔｙ㈱）常務取締役（現任）首都圏

事業本部長 

（注）３ 160,020 

取締役 ― 高橋 裕次郎 1950年４月29日生 

1978年８月 ㈱辰巳法律研究所 

1990年４月 弁護士登録 

1991年12月 弁護士法人高橋裕次郎法律事務所代

表弁護士（現任） 

2014年12月 ㈱システムソフト社外取締役（現

任） 

2016年12月 当社社外取締役（現任） 

2017年３月 ＡｐｐＢａｎｋ㈱社外監査役（現

任） 

2017年９月 ポーリー・プラス投資法人監督役員

（現任） 

（注）３ ― 

常勤監査役 ― 山﨑 孝昭  1953年10月19日生

1976年４月 ㈱久永洋行入社 

1996年２月 同社仙台支店営業課長 

2001年11月 同社東京支店営業次長 

2010年７月 同社同店副部長兼営業推進部副部長 

2018年10月 同社退職 

2018年12月 当社常勤監査役（現任） 

（注）５ ― 
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（注）１．取締役 高橋裕次郎は、社外取締役であります。 

２．監査役 有保誠及び山田毅志の両氏は、社外監査役であります。 

３．2018年12月21日開催の第19期定時株主総会の終結の時から、１年間  

４．2017年12月22日開催の第18期定時株主総会の終結の時から、４年間 

５．2018年12月21日開催の第19期定時株主総会の終結の時から、４年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（株） 

監査役 ― 有保 誠 1965年12月26日生 

1993年６月 ㈱ＳＦＣＧ入社 

2003年11月 同社執行役員 

2005年８月 三光ソフラン㈱（現三光ソフランホ

ールディングス㈱）入社（執行役員

経営企画 室長等を経て現在に至

る。） 

2005年12月 当社社外監査役（現任） 

2008年８月 ㈱ハウジング恒産取締役 

2015年10月 三光ソフラン㈱取締役（現任） 

2016年７月 ＰＴ．Ｓａｎｋｏ Ｓｏｆｌａｎ 

Ｉｎｄｏｎｅｓｉａ（三光ソフラン 

インドネシア）取締役（現任） 

（注）４ 90 

監査役 ― 山田 毅志 1967年７月29日生 

1992年４月 安田信託銀行㈱（現みずほ信託銀行

㈱）入行 

1995年10月 公認会計士２次試験合格 

1997年６月 山田＆パートナーズ会計事務所入所 

2000年３月 公認会計士登録 

2000年８月 ㈱ソニー入社 

2001年６月 税理士法人タクトコンサルティング

入所 

2006年６月 当社社外監査役（現任） 

2007年６月 ㈱博展社外監査役（現任） 

2011年６月 ㈱タクトコンサルティング取締役

（現任） 

2011年７月 税理士法人タクトコンサルティング

代表社員（現任） 

2013年10月 ㈱シーアールイー監査役 

2014年10月 同社社外監査役 

2015年10月 同社社外取締役（現任） 

（注）４ ― 

計 5,145,570
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、グループの持株会社である当社が、事業を展開

する当社並びに連結子会社26社から成る企業グループを統括管理し、社会並びに株主の皆様をはじめとするステ

ークホルダー（利害関係者）全員に対する企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たし、当社企業グループ間の相乗効

果を更に発揮していくということで、経営活動の最重要課題の一つと位置付けております。 

 また持株会社体制を通じて、機動的なグループ経営を実現し、市場競争力を強化することで企業価値の一層の

向上を図ることを目指しております。 

 当社のコーポレート・ガバナンス体制は、取締役会と監査役を中心とした体制を構築しております。原則とし

て、当社の代表取締役並びに役付取締役が主要グループ会社の代表取締役、取締役を兼任しており、グループ会

社を含めた事業戦略策定、経営管理並びに経営資源の最適配分を行っております。 

 また、監督機関としては、取締役会及び監査役会に加え、重要経営事項の事前審議・情報共有・リスク情報に

関する検討等を主な目的としたグループ経営会議が設置されております。加えて、各取締役が業務執行をなす事

業部門の監督機関としては、業務監査等を担当する当社の内部監査部門及び当社並びにグループ会社に係る関連

法規（宅地建物取引業法・建設業法等）、公益通報者保護法や個人情報保護法に依拠した規制等の遵守・管理を

目的とするコンプライアンス委員会が担っております。 

  

②企業統治の体制及び内部統制システムの整備の状況等  

イ．企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由 

（イ）株主総会 

上程される議題・議案には、内容に応じて事前に、総務・法務部門及び取締役会・監査役会の他、法律事務

所、会計監査人、株主名簿管理人及び専門印刷会社等の外部の専門家にコンプライアンス面や法的実務面等に

ついて相談したうえで、上程する体制を整備しております。 

特に、役員（社外を含む）及び会計監査人の選任議案並びに定款変更、役員報酬額変更、組織再編（Ｍ＆Ａ

を含む）及び増資等の重要な議案については、必ず上記の外部の専門家からの意見・勧告等を重視して判断し

ております。 

株主総会に上程する議題に関しては、「取締役会規程」及び「関係会社管理規程」に具体的に規定されてお

り当社及びグループ会社がこれらを遵守して事前に検討、協議・実施することになっております。 

（ロ）取締役会 

取締役３名（社外取締役１名）、監査役３名（社外監査役２名（うち、公認会計士１名））の出席の下に、

原則として、月１回定期的に開催されております。更に、北海道から福岡までの当社の主要拠点に、機動的な

取締役会の運営を目的として、「テレビ会議システム」を導入しております。 

また、各種の関連する規程も「取締役会規程」、「グループ経営会議規程」、「職務権限規程（決裁権限表

を含む）」及び「関係会社管理規程」等が策定・遵守されており、取締役の職務執行の規制・管理がなされて

おります。 

（ハ）監査役会  

監査役３名（常勤監査役１名及び非常勤監査役２名（うち、独立役員の社外監査役１名、社外監査役１名）

で構成されております。そのうち、当社の本社の常勤監査役１名は、主に取締役の職務の執行状況全般と主要

連結子会社の業務執行状況を監査し、監査役会にて報告がなされております。 

監査役会は、原則として隔月１回開催されておりますが、必要に応じて適宜開催もしております。 
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（ニ）グループ経営会議 

当社企業グループ全体の重要な業務執行に係る事前審議機関として、「グループ経営会議（原則毎週３

回）」があり、原則、当社及び主要なグループ会社の取締役及び副本部長以上の使用人の出席（必要がある場

合は、監査役も出席）の下に開催されております。  

なお、当該会議については取締役が自らの担当会社・事業部門に関して、適宜、現状・見通し等を報告する

ことによって、相互の問題点、リスク及び業績予測等を適宜把握することができるため、監視・相互牽制機

能、取締役会がなすべき代表取締役及び取締役に対する監視機能並びにコンプライアンス遵守体制の維持等、

機能面を補完するものであります。 

（ホ）その他の会議体 

その他のコーポレート・ガバナンス体制下の会議体として、コンプライアンス規程に基づく「コンプライア

ンス委員会」、賞罰規程に基づく「賞罰審査委員会」並びにリスク管理規程に基づく「リスク管理委員会」が

設置されております。更に、外部機関である「相談役会議」及び「全国世話人会議」（不動産関連事業に携わ

る全国の企業経営者等から構成されております。）での判断や意向も当社経営陣への監視・牽制機能を十分に

発揮いたしております。  
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「当社グループのコーポレート・ガバナンス体制」 

  

 

  
（当該体制を採用する理由）  

意思決定に対する監視機能の強化、コンプライアンス体制の確立、内部統制システムの充実・強化を図る一

方で、迅速な意思決定を行うことができる体制を確保するため及びステークホルダーとの良好な関係の構築を

実現するため、以上の体制を採用しております。 
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ロ．内部統制システムの整備に関する基本方針 

（イ）当社及びグループ子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他会社の業務の適正を確保するための体制  

・持株会社体制下の親会社である当社におきましては、当社及びグループ子会社の取締役の職務の執行の適

法性を確保するための体制として、コンプライアンス体制の強化を企図して、社外取締役及び複数の専門

性を有する社外監査役を選任し、併せて取締役会規程、グループ経営会議規程、職務権限規程（決裁権限

表を含む）、業務分掌規程及び関係会社管理規程等を策定し、連結子会社においても、それらの規程類を

準用して、適正かつ適法に整備運用しております。 

・当社グループでは、当社及び主要なグループ子会社の取締役及び副本部長以上の使用人によって構成され

るグループ経営会議を設置しており、グループ全体で相互に重要な情報を共有することによって、グルー

プ全体の業務の適法性・適正性を確保する体制としております。 

・当社グループでは、当社及び主要なグループ子会社の役職員から選任されたコンプライアンス委員によっ

て構成されるコンプライアンス委員会を設置しており、当社及び主要なグループ子会社におけるコンプラ

イアンスに関する重要な事実を共有することによって、グループ全体における法令遵守及び業務の適正を

確保する体制としております。 

・当社及びグループ子会社は、グループ全体の経営理念、経営方針、当社及びグループ子会社の取締役及び

使用人が遵守すべき具体的な行動基準等を定めたコンプライアンス・マニュアルを策定し、当社及びグル

ープ子会社において周知徹底しております。 

・当社では、当社グループにおける法令違反、社内規則違反等を早期に把握、解決するために、社内及び社

外にコンプライアンス・ヘルプラインを設置し、当社及びグループ子会社における法令違反、社内規則違

反等について内部通報を受ける体制としております。 

・当社及びグループ子会社では、定期的に社員研修を行うことを通じて、法令遵守の重要性を周知するとと

もに、コンプライアンス意識の醸成を図っております。 

・当社では、当社及びグループ子会社の業務執行部門から独立した代表取締役社長直轄の内部監査部門を設

置し、当社及びグループ子会社における業務プロセスを詳細に調査、監査及びモニタリングを実行するこ

とにより、財務報告に係る内部統制の整備・運用面も含めた内部監査が実施・実践されており、万一、当

社及びグループ子会社の使用人の職務執行においてコンプライアンス違反等が存在した場合にも、再発防

止策・改善策が適時・適切に実施される体制としております。 

・また、当社及びグループ子会社では、反社会的勢力への対応についてもコンプライアンスの一環として取

り組んでおり、「反社会的勢力との関係遮断」をグループ共通の重点施策として位置付け、主要な契約書

類、取引書面等々において、暴排条項―反社会的勢力排除に関する条項―を記載して施策の徹底を図って

おります。 

（ロ）当社及び主要なグループ子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

・当社及び主要なグループ子会社は、情報の保存管理体制に関連する情報・手続等を共有しており、主要な

グループ子会社を含めた共通の電子稟議制度及び稟議規程、文書管理規程、個人情報管理規程並びに情報

管理規程等に準拠して情報の保存及び管理を行っており、当該規程は、当社及び主要なグループ子会社の

全役職員が閲覧でき、周知徹底できるように対応しております。 

・一方、当社及び主要なグループ子会社の株主総会、取締役会及びグループ経営会議等の主要な会議の議事

録及び関連書類並びに計算書類等の法定書類及び稟議その他重要書類等は、関連資料とともに関連法令又

は規程に定められた期間にて、保存・管理しております。 
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（ハ）当社及びグループ子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

・当社及びグループ子会社では、リスク管理体制の基底となるリスク管理規程及びリスク管理実施要領を定

め、更に当社及びグループ子会社の情報セキュリティを保全すべく情報セキュリティ基本方針及びその他

ＩＴに係る要領等を定め、これらの規程類に依拠したリスク管理体制の構築を推進しております。 

・当社グループでは、当社及び主要なグループ子会社の役職員から選任されたリスク管理委員によって構成

されるリスク管理委員会を設置しており、当社及び主要なグループ子会社のリスクについて、主要な連結

子会社におけるリスクとＲ．Ｃ．Ｍ．対象業務及び統制機能を主要業務フロー別に作表化したＲ．Ｃ．

Ｍ．（リスク・コントロール・マトリクス）を作成して、リスクを把握、管理する体制としております。 

・当社及びグループ子会社においての主要なリスクとしては、１）直接又は間接に経済的な損失をもたらす

事象、２）事業の継続を中断・停止させる事象、３）信用を毀損し、ブランドイメージを失墜させる可能

性等を想定しております。また、当社及びグループ子会社の各部署・部門におきましては、事業目的に関

連した経営に重大な影響をもたらす可能性があるリスクを具体的に識別するため、「リスク・リスト」を

策定しております。 

・当社及びグループ子会社のリスク管理上、特に重大な危機・緊急事態等の不測の事態が発生した場合に

は、危機（緊急事態）管理規程に基づき、社長を最高責任者（本部長）とする緊急時対策本部を設置し、

損害の拡大防止並びに危機（緊急事態）の収束に向けて社内外からの専門的なノウハウ・機能及び有識者

等を集約して、継続的に適切かつ迅速な措置を実施するための体制を構築いたします。 

（ニ）当社の取締役及びグループ子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・当社の代表取締役及び取締役は、大半のグループ子会社の代表取締役社長を兼任することとしており、一

部のグループ子会社におきましては、同社の取締役又は監査役を兼任することとしております。これによ

り、グループ子会社を含めた持株会社体制の全体的な統合性、統一性等の面において、グループ全体で、

整合性及び共通性のある各種の規程類に準拠した取締役等の職務の執行が行われることとしております。 

・当社グループでは、当社及びグループ子会社における効率的・合理的な経営計画や事業計画の策定・推

進、重要な情報の共有・活用を図るために、当社及び主要なグループ子会社の取締役及び副本部長以上の

使用人をもって構成するグループ経営会議を活用しており、各グループ会社間の相乗効果によって、事業

の拡充・協調等がなされる体制を構築しております。 

・当社及び主要なグループ子会社では、グループ全体で効率的な会計処理を実施するため、グループ共通の

会計管理システムを導入しております。また、当社は、グループ全体の資金調達の効率化のため、グルー

プ会社間の融資等のグループファイナンスを実施しております。 

・当社は、グループ子会社における兼任取締役の職務執行の効率化を図るべく、子会社における執行役員制

度を設けて、取締役の経営監督機能と業務執行機能の役割分担を明確化し、取締役の職務執行が効率的

に、かつ効果的に実施されるための体制（態勢）を整備・運用しております。 

（ホ）グループ子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制  

・当社グループでは、当社及び主要なグループ子会社の取締役及び副本部長以上の社員が参加するグループ

経営会議において、グループ全体で相互に重要な情報を共有することとしております。これにより適時に

グループ子会社の業務執行に係る事項が当社に報告される体制としており、これらが企業集団の持続的な

成長と中長期的な企業価値の向上を図るためのコーポレートガバナンスに有効な手段の一つと考えており

ます。 

・当社では、関係会社管理規程を定め、グループ子会社における一定の重要な意思決定に係る事項について

は、事前に当社の取締役会、担当取締役及び担当部門に承認を求め、又は報告することを義務付けており

ます。 

・当社では、当社の内部統制推進部門及び内部監査部門による企業集団の内部統制の再検証、その運用状況

の監視・牽制機能の拡充及び改善勧告等により連結内部統制の適切な整備・運用を推進することで、統一

性のある内部統制システムの構築を期して、企業集団におけるコンプライアンス体制及び内部統制の強化

による業務の適正化を図るべく鋭意、推進しております。 
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（ヘ）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及

び当該使用人の当社取締役からの独立性に関する事項  

・当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社は、その人数、要件、期間及

び事由を勘案し、速やかに適任者を配置することで対応いたします。 

・当該使用人の当社取締役からの独立性を強化するとともに、監査役の当該使用人に対する指示の実効性を

確保するため、当該使用人が監査役の補助業務に従事する際には、監査役の指揮命令に従うものといたし

ます。また、当該使用人の業績考課、人事異動、賞罰等については、事前に監査役の同意を得るものとい

たします。 

（ト）当社の取締役及び使用人又はグループ子会社の取締役、監査役及び使用人等が当社の監査役に報告をする

ための体制並びに当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保

するための体制  

・各月１回以上、定期的に開催される当社取締役会には、当社の監査役も出席し、取締役会での報告・審

議・決裁事項等を取締役と共有し、共通認識としております。 

・毎週開催されるグループ経営会議についても、当社の常勤監査役に対して事前に議題・議案を通知してお

り、当該監査役がその必要性を認めた場合には、グループ経営会議に出席することとしております。ま

た、グループ経営会議の議事内容については、グループ経営会議の開催後、速やかに議事録を作成の上、

当社の監査役も議事録等を検閲することで情報を共有することとしております。 

・更に、定期的に開催されるコンプライアンス委員会及びリスク管理委員会には、当社の監査役も出席し、

当社及び主要なグループ子会社のコンプライアンスに関する重要な事実や、リスク管理体制等に関する事

項について、報告を受けることとしております。 

・当社の監査役は、当社及び主要なグループ子会社間で共有の電子稟議システムにより、個々の電子稟議を

検閲して、グループ全体の業務執行をチェック・監視する責務と機能を有しております。 

・当社の監査役は、重要な子会社の監査役を兼任することとしており、その他の子会社についても、グルー

プ経営会議やコンプライアンス委員会等を通じて、必要な報告を受けることにより、グループ全体の業務

執行をチェック・監視できる体制としております。 

・内部監査部門が監査により知り得た、当社及びグループ子会社に関する重要な情報や内部監査報告書は、

内部監査規程に基づき、確実に当社の監査役に報告される体制としております。 

・当社は、社内及び社外にコンプライアンス・ヘルプラインを設置し、当社及びグループ子会社における法

令違反、社内規則違反等について内部通報を受けることとしており、通報内容については速やかに当社の

監査役に報告される体制としております。 

・当社は、監査役に対する報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うこと

をコンプライアンス・ヘルプライン細則において禁止し、その旨を当社及びグループ子会社において周知

徹底するものとしております。 

（チ）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用等又は債務の処理に係る方針に関する事項 

・当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求を

したときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと明らかに認められる

場合を除き、速やかに所定の手続に従い、これに応じるものとします。 

（リ）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・監査役監査の実務面において、当社及びグループ子会社の全業務部門は、監査役の要請に応じて当該被監

査部門の使用人等が、関連する資料の説明・作成・編集等の監査実務の補助を行っております。また、内

部統制推進部門及び内部監査部門の要員も監査役の要請により、監査役の監査実務の補助機能を担ってお

ります。 
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ハ．内部監査及び監査役監査の状況  

当社の内部監査及び監査役監査に関する組織は、次の内容であります。 

（イ）内部監査 

当社の内部監査は、内部監査部門が担当しており、要員は当社・本社に１名で構成されております。 

内部監査部門は、毎事業年度に内部監査計画を内部監査マニュアルに準拠して策定し、代表取締役社長及び

監査役会（監査役）に要旨を説明して、代表取締役社長の承認を得た後に、内部監査を実施（監査実施通知

書、監査調書、監査報告書、監査結果通知書、監査結果の改善措置回答書、フォローアップ監査の実施等）い

たしております。 

内部監査部門は、監査報告書等を代表取締役社長に提出するとともに、該当する被監査部門の責任者及び監

査役会（監査役）にも同時に提出し、必要に応じて以降の改善策・再発防止策等について、代表取締役に指示

を仰ぎます。 

内部監査部門の主要な監査対象事項は、本社各部門及び子会社の実務担当部門の業務執行の状況（執行業務

内容・手段・方法・要員・リスク管理・再発防止・改善提案等）の監査が中心になります。内部監査の業務遂

行要員については、被監査部門の社員等が全面的に当該内部監査に協力する体制が構築されております。 

それらの内部監査の結果を受けて、監査役は必要と判断した場合に当該被監査部門の責任者（取締役等）に

対して、役員としての職務の執行上の問題（業務権限逸脱、不正行為、コンプライアンス面・リスク管理面の

危惧等）の有無に関して内部統制監査を実施する場合があります。 

（ロ）監査役会（監査役）の監査  

当社の監査役会は、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名（うち、独立役員の社外監査役１名、社外監査役

１名）の計３名で構成されており、監査役会で定められた役割分担に依拠して業務並びに会計分野の監査を実

施いたしております。 

監査役会（監査役）の監査の主な業務のうち、取締役の職務の執行に関する監査業務全般は、主として常勤

監査役１名が、経営会議・取締役会等に関連した取締役の業務執行の状況の調査・監査を担当し、監査役会に

て報告がなされております。なお、社外監査役である山田毅志氏は、公認会計士及び税理士の資格を有してお

り、財務・会計に関する相当程度の知見を有する等の見識を十分に有しており、独立役員でもあります。 

内部監査部門と監査役会との間では、日常的な情報交換並びに内部統制、内部監査及び監査役監査実施時で

の協力体制の構築を通じて連携を図っております。また、会計監査人と監査役会との間では、会計監査実施時

での情報交換を通じて連携を図っております。 

  
ニ．会計監査の状況  

当社は、会社法及び金融商品取引法等の規定する（連結）会計監査業務を実施するため、太陽有限責任監査

法人を会計監査人として選任いたしております。 

当事業年度において、監査業務を執行した太陽有限責任監査法人に所属する公認会計士の氏名は、次のとお

りであります。 

指定有限責任社員：業務執行社員 公認会計士 田尻 慶太 

指定有限責任社員：業務執行社員 公認会計士 島津 慎一郎 

また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、その他12名であります。なお、継続関与年数

につきましては、法定の７年以内でありますため記載を省略しております。  
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ホ．社外取締役及び社外監査役との関係  

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。 

社外取締役である高橋裕次郎氏は、弁護士法人高橋裕次郎法律事務所代表弁護士、当社の持分法適用関連会

社である㈱システムソフトの社外取締役、並びにＡｐｐＢａｎｋ㈱の社外監査役であります。同氏は、弁護士

としての実務を通じて培われた法務に関する高度に専門的な知見を有しておられることから、当社に対して

様々なご意見をいただけるものと判断し、選任させていただいたものであります。同氏と当社との間に人的関

係、資本的関係及び取引関係その他の利害関係はありません。  

社外監査役である有保誠氏は、当社の株主であります三光ソフランホールディングス㈱の子会社である三光

ソフラン㈱取締役及びPT. Sanko Soflan Indonesia（三光ソフラン インドネシア）取締役を兼任しておりま

す。同氏は、当社の事業を十分に理解した立場から、法令や定款の遵守に係る見識や同氏がこれまで培ってき

た経験を、当社の監査体制の強化に活かしていただきたいため、選任させていただいたものであります。同氏

と当社との資本的関係につきましては「第４ 提出会社の状況 ５．役員の状況」のとおり当社の株式を保有

しております。また、同氏と当社との間に人的関係及びその他特別の利害関係はありません。  

社外監査役である山田毅志氏は、㈱タクトコンサルティングの取締役、税理士法人タクトコンサルティング

の代表社員及び㈱シーアールイーの社外取締役を兼任しており、税理士法人タクトコンサルティングは、当社

連結子会社の㈱アパマンショップリーシング（現商号：Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ㈱）との間に顧問契約

の取引関係があります。同氏は、企業財務に精通しておられることから当社の監査体制に有効な助言を期待

し、選任させていただいたものであり、また、公認会計士として財務・会計等の見識を十分に有しておられる

ことから、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。なお、同氏と当社との

人的関係、資本的関係及び取引関係その他の利害関係はありません。  

社外取締役又は社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する社内の基準又は方針につきまして特

段の定めはありませんが、選任にあたっては㈱東京証券取引所の「有価証券上場規程施行規則」にある独立役

員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。  

なお、社外取締役の高橋裕次郎氏と社外監査役の山田毅志氏は、当社の一般株主との利益相反の生じる恐れ

はないと判断し、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。  

  

③役員の報酬等 

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

（注）１．上記金額には、取締役の使用人分の給与等は含まれておりません。 

２．上記監査役の報酬等の額には、2018年９月３日をもって退任した監査役１名分が含まれております。 

  

ロ．報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等  

該当事項はありません。 

 

役員区分 
報酬額の総額 
（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 
対象となる役員 
の員数（人） 

基本報酬 
ストック 
オプション 

賞与 退職慰労金 

取締役 
（社外取締役を除く。） 

136 136 ― ― ― 2 

監査役 
（社外監査役を除く。） 

11 11 ― ― ― 2 

社外役員 10 10 ― ― ― 3 
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ハ．役員の報酬等の決定に関する方針  

取締役の報酬限度額は、2005年12月21日開催の第６期定時株主総会において、年額300百万円以内と決議いた

だいており、取締役に関する個別の報酬等の額の決定は、取締役会において業績等を鑑み、審議・承認された

ものであります。また、監査役の報酬限度額は、2005年12月21日開催の第６期定時株主総会において、年額50

百万円以内と決議いただいており、監査役に関する個別の報酬等の額の決定は、監査役会において協議・承認

されたものであります。 

  

④責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨の規定を定款に設けておりますが、責任限定契約は締結し

ておりません。 

  

⑤取締役の定数等に関する定款の定め 

イ．取締役の定数 

当社の取締役は３名以上９名以下とする旨定款に定めております。 

  
ロ．取締役の任期 

当社は、取締役の任期について選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結のときまでとする旨定めております。 

  
ハ．取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また累積投票によらない旨定款に定めております。 

  
⑥株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした場合の、その事項及びその理由 

イ．市場取引等による株式の取得の決定機関 

当社は、取締役会の決議によって、市場取引等により自己株式を取得することができる旨定款に定めており

ます。これは、機動的な資本政策の実現を目的とするものであります。 

  
ロ．剰余金配当等の決定機関 

当社は、取締役会の決議によって、会社法第459条第１項各号に掲げる事項を定めることができる旨定款に定

めております。これは、機動的な資本政策及び配当政策の実現を目的とするものであります。 

  
⑦取締役会決議事項を株主総会で決議できないことを定款で定めた場合の、その事項及びその理由  

当社は、会社法第459条第１項各号に掲げる事項を株主総会の決議によっては定めない旨定款に定めておりま

す。これは、会社の財務状態をふまえた適正な利益配当を行うことを目的とするものであります。 

  
⑧株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項の規定によるべき株主総会の決議は、議決権を行使できる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主

総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ

ります。 
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⑨取締役及び監査役の責任免除  

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって、取締役（取締役であった者を含

む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の同法第423条第１項の損害賠償について法令で定める要件に該

当する場合には、損害責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することがで

きる旨の規定を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、期待される役割

を十分に発揮できる環境を整えることを目的とするものであります。 

  
⑩株式の保有状況  

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である当社の株式の保有状況については以下のとおりです。 

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄及び貸借対照表計上額の合計額  

該当する投資株式は保有しておりません。 

  

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的 

特定投資株式 

該当する投資株式は保有しておりません。 

みなし保有株式 

該当する投資株式は保有しておりません。 

  

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額 

  

 

  

前事業年度（百万円） 当事業年度（百万円） 

貸借対照表計上額 
の合計額 

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金 
の合計額 

売却損益 
の合計額 

評価損益 
の合計額 

非上場株式 29 7 0 ― ― 

非上場株式以外の株式 0 0 0 ― ― 
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（２）【監査報酬の内容等】 

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

（前連結会計年度） 

該当事項はありません。 

（当連結会計年度） 

該当事項はありません。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

（前連結会計年度） 

該当事項はありません。 

（当連結会計年度） 

該当事項はありません。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査日数、当社の規模・業務の特性

等の要素を総合的に勘案して適切に決定しております。 

  

 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく 
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく 
報酬（百万円） 

監査証明業務に基づく 
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく 
報酬（百万円） 

提出会社 40 ― 40 ― 

連結子会社 ― ― ― ― 

計 40 ― 40 ― 
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第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について  

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。  

  

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。  

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。  

  

２．監査証明について  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2017年10月１日から2018年９月30日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2017年10月１日から2018年９月30日まで）の財務諸表について、太陽有限責任監

査法人により監査を受けております。  

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて  

当社は、以下のとおり連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。 

 会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。 
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１【連結財務諸表等】 

（１）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 
当連結会計年度 

（2018年９月30日） 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 ※３  3,201 ※３  7,773 

    受取手形及び売掛金 1,473 1,567 

    営業投資有価証券 551 1,031 

    商品 28 17 

    原材料及び貯蔵品 91 89 

    短期貸付金 36 478 

    繰延税金資産 711 446 

    未収入金 1,516 2,307 

    その他 1,177 1,421 

    貸倒引当金 △53 △46 

    流動資産合計 8,733 15,087 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） ※１,※３  5,524 ※１,※３  2,243 

      土地 ※３  10,574 ※３  2,094 

      その他（純額） ※１,※３  525 ※１,※３  356 

      有形固定資産合計 16,625 4,693 

    無形固定資産     

      のれん 9,769 7,215 

      その他 1,917 1,991 

      無形固定資産合計 11,687 9,207 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※２,※３  2,183 ※２,※３  2,036 

      長期貸付金 112 92 

      敷金及び保証金 2,228 2,659 

      繰延税金資産 1,819 1,202 

      その他 577 905 

      貸倒引当金 △321 △339 

      投資その他の資産合計 6,600 6,556 

    固定資産合計 34,912 20,457 

  資産合計 43,646 35,545 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 
当連結会計年度 

（2018年９月30日） 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 1,464 1,005 

    短期借入金 ※４  200 ― 

    1年内返済予定の長期借入金 ※３  2,715 ※３  1,979 

    未払法人税等 432 841 

    前受家賃 1,347 1,788 

    賞与引当金 24 ― 

    賃貸管理契約損失引当金 10 160 

    株主優待引当金 9 7 

    その他 ※３  3,189 ※３  4,739 

    流動負債合計 9,393 10,523 

  固定負債     

    長期借入金 ※３  23,596 ※３  17,797 

    賃貸管理契約損失引当金 8 7 

    退職給付に係る負債 161 175 

    資産除去債務 101 99 

    長期預り敷金 1,471 1,576 

    長期預り保証金 2,688 174 

    その他 ※３  201 ※３  643 

    固定負債合計 28,230 20,474 

  負債合計 37,623 30,998 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 7,983 7,983 

    資本剰余金 787 784 

    利益剰余金 △1,006 △2,472 

    自己株式 △1,851 △1,853 

    株主資本合計 5,912 4,443 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 1 0 

    為替換算調整勘定 3 0 

    その他の包括利益累計額合計 5 0 

  非支配株主持分 105 103 

  純資産合計 6,023 4,546 

負債純資産合計 43,646 35,545 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【連結損益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
（自 2016年10月１日 

   至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 

   至 2018年９月30日） 

売上高 40,262 41,682 

売上原価 28,455 30,373 

売上総利益 11,806 11,309 

販売費及び一般管理費 ※１  9,249 ※１  9,683 

営業利益 2,556 1,626 

営業外収益     

  受取利息 3 6 

  受取配当金 0 0 

  為替差益 3 4 

  匿名組合投資利益 94 ― 

  金利スワップ評価益 12 ― 

  貸倒引当金戻入額 6 16 

  雑収入 13 12 

  営業外収益合計 133 41 

営業外費用     

  支払利息 279 186 

  支払手数料 96 225 

  持分法による投資損失 41 127 

  雑損失 255 245 

  営業外費用合計 673 785 

経常利益 2,017 881 

特別利益     

  固定資産売却益 ※２  268 ※２  218 

  投資有価証券売却益 0 64 

  持分変動利益 ― 0 

  その他 0 ― 

  特別利益合計 268 283 

特別損失     

  固定資産売却損 ※３  0 ※３  2 

  固定資産除却損 ※４  46 ※４  112 

  店舗閉鎖損失 29 27 

  持分変動損失 21 ― 

  リース解約損 8 0 

  減損損失 ※５  0 ※５  203 

  本社移転関連費用 64 ― 

  投資有価証券評価損 21 ― 

  その他 1 10 

  特別損失合計 193 357 

税金等調整前当期純利益 2,092 807 

法人税、住民税及び事業税 559 1,012 

法人税等調整額 219 883 

法人税等合計 778 1,896 

当期純利益又は当期純損失（△） 1,313 △1,088 

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△） 

13 △15 

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△） 

1,300 △1,073 
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【連結包括利益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
（自 2016年10月１日 

   至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 

   至 2018年９月30日） 

当期純利益又は当期純損失（△） 1,313 △1,088 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 3 △1 

  為替換算調整勘定 6 △3 

  持分法適用会社に対する持分相当額 2 △1 

  その他の包括利益合計 ※  12 ※  △6 

包括利益 1,325 △1,095 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 1,311 △1,079 

  非支配株主に係る包括利益 14 △15 
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③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 

  

  

  (単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 7,613  414 △2,120 △1,850  4,056 

当期変動額           

新株の発行 370  370     740 

新株予約権の失効           

剰余金の配当     △186   △186 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
    1,300   1,300 

自己株式の取得       △0  △0 

自己株式の処分   △0   0  0 

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動 
  2     2 

連結範囲の変動           

利益剰余金から資本剰

余金への振替 
  0 △0   ― 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
          

当期変動額合計 370  373 1,113 △0  1,856 

当期末残高 7,983  787 △1,006 △1,851  5,912 
 

  
その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 △2  △2 △5 5 31  4,087 

当期変動額             

新株の発行       △5   735 

新株予約権の失効       △0   △0 

剰余金の配当           △186 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
          1,300 

自己株式の取得           △0 

自己株式の処分           0 

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動 
        56  59 

連結範囲の変動         3  3 

利益剰余金から資本剰

余金への振替 
          ― 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
4  6 10 ― 14  25 

当期変動額合計 4  6 10 △5 73  1,935 

当期末残高 1  3 5 ― 105  6,023 
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当連結会計年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日） 

  

  

 

  (単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 7,983  787 △1,006 △1,851  5,912 

当期変動額           

剰余金の配当     △391   △391 

親会社株主に帰属する

当期純損失（△） 
    △1,073   △1,073 

自己株式の取得       △1  △1 

自己株式の処分   △0   0  0 

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動 
  △2     △2 

連結範囲の変動           

利益剰余金から資本剰

余金への振替 
  0 △0   ― 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
          

当期変動額合計 ― △2 △1,465 △1  △1,469 

当期末残高 7,983  784 △2,472 △1,853  4,443 
 

  
その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定 

その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 1  3 5 105  6,023 

当期変動額           

剰余金の配当         △391 

親会社株主に帰属する

当期純損失（△） 
        △1,073 

自己株式の取得         △1 

自己株式の処分         0 

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動 
      10  8 

連結範囲の変動       2  2 

利益剰余金から資本剰

余金への振替 
        ― 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
△1  △3 △5 △15  △20 

当期変動額合計 △1  △3 △5 △1  △1,476 

当期末残高 0  0 0 103  4,546 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
（自 2016年10月１日 

  至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 

  至 2018年９月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 2,092 807 

  減価償却費 689 679 

  減損損失 0 203 

  のれん償却額 1,156 913 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 11 11 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 19 △24 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 15 13 

  受取利息及び受取配当金 △3 △7 

  支払利息 279 186 

  為替差損益（△は益） ― △3 

  持分変動損益（△は益） 21 △0 

  持分法による投資損益（△は益） 41 127 

  固定資産除却損 46 112 

  固定資産売却損益（△は益） △268 △216 

  店舗閉鎖損失 29 27 

  投資有価証券売却損益（△は益） △0 △64 

  投資有価証券評価損益（△は益） 21 ― 

  金利スワップ評価損益（△は益） △12 ― 

  売上債権の増減額（△は増加） 55 △98 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 53 3 

  仕入債務の増減額（△は減少） 476 △462 

  営業投資有価証券の増減額（△は増加） △500 △578 

  未払金の増減額（△は減少） △16 661 

  預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △123 △124 

  その他 △622 △690 

  小計 3,463 1,476 

  利息及び配当金の受取額 51 54 

  利息の支払額 △276 △183 

  法人税等の支払額 △573 △609 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 2,664 738 
 

― 48 ―



 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
（自 2016年10月１日 

  至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 

  至 2018年９月30日） 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 △12 △34 

  定期預金の払戻による収入 12 34 

  有形固定資産の取得による支出 △890 △987 

  有形固定資産の売却による収入 1 13,348 

  無形固定資産の取得による支出 △1,433 △473 

  無形固定資産の売却による収入 407 0 

  投資有価証券の取得による支出 △52 △163 

  投資有価証券の売却による収入 33 123 

  関係会社株式の取得による支出 △68 △417 

  関係会社株式の売却による収入 52 49 

  匿名組合出資金の払戻による収入 117 ― 

  貸付けによる支出 △28 △519 

  貸付金の回収による収入 33 102 

  敷金及び保証金の払込による支出 △362 △780 

  敷金及び保証金の回収による収入 154 356 

  その他 △291 △63 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △2,328 10,575 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入れによる収入 3 600 

  短期借入金の返済による支出 △346 △800 

  長期借入れによる収入 1,400 20,511 

  長期借入金の返済による支出 △2,525 △27,113 

  セール・アンド・割賦バックによる収入 ― 645 

  セール・アンド・割賦バックによる支出 ― △95 

  新株予約権の行使による株式の発行による収入 734 ― 

  自己株式の取得による支出 △0 △1 

  配当金の支払額 △185 △390 

  その他 △66 △95 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △987 △6,739 

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 △2 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △645 4,571 

現金及び現金同等物の期首残高 3,840 3,194 

現金及び現金同等物の期末残高 ※  3,194 ※  7,766 
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【注記事項】 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数 26社 

①主要な連結子会社の名称 

Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ㈱（旧商号：㈱アパマンショップリーシング） 

Ａｐａｍａｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ㈱ 

  

②新たに連結子会社となった会社の名称及び変更の理由 

  

③連結の範囲から除外となった会社の名称及び変更の理由  

  
２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社数 3社 

①主要な関連会社の名称 

㈱システムソフト 

和太不動產股份有限公司 

㈱グランドゥース 

㈱システムソフトについては、同社の子会社４社に対する投資について持分法を適用して認識した損益が連

結財務諸表に与える影響が大きいため、当該４社の損益を㈱システムソフトの損益に含めて計算しており、持

分法適用関連会社数は㈱システムソフトグループ全体を１社として表示しております。 

  
②持分法の適用範囲から除外となった会社の名称及び変更の理由 

  

会社の名称 変更の理由 

ｅｃｏｂｉｋｅ㈱ 新規設立のため 

Ｍａｒｉｍｏ Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ  
Ｐｈｉｌｉｐｐｉｎｅｓ Ｉｎｃ．   

新規取得のため 

３Ｌ ｅｎｔｒａｎｃｅ㈱ 新規取得のため 

㈱プレストサービス 新規取得のため 

㈱アパマンショップサブリース 
㈱アパマンショップサブリース（現連結子会社と同一商号）が
新設分割により設立したため 

 

会社の名称 変更の理由 

㈱アパマンショップリーシング福岡西 ㈱アパマンショップリーシング福岡に吸収合併されたため 

㈱アパマンショップサブリース 
（現連結子会社と同一商号） 

Ａｐａｍａｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ㈱に吸収合併されたため 

㈱ファインエステート 保有株式を全て譲渡したため 
 

会社の名称 変更の理由 

全管協ポータルサイト㈱ 全株式を売却したため 
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（２）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

①当該子会社の名称 

Stasia Capital Thailand, Ltd. 

②当該関連会社の名称 

㈱ヘヤシュ 

③持分法を適用していない理由 

持分法を適用していない非連結子会社１社及び関連会社１社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

（３）持分法適用手続に関する特記事項 

持分法を適用している会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財

務諸表を使用しております。 

  
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、Stasia Capital Hong Kong Limited（ステイジア香港）、百特豪世房地産咨詢（上海）有限

公司（ベターハウス）及びAPAMANSHOP（THAILAND）Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。 

  

４．会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

イ．売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

ロ．その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

なお、匿名組合出資金の会計処理は、以下のとおりになっております（連結で消去される匿名組合出資金

は除く）。 

（イ）貸借対照表の表示 

匿名組合に対する出資金については、営業目的の出資金を流動資産の「営業投資有価証券」に計上し、

営業目的以外の出資金を投資その他の資産の「投資有価証券」に計上しております。 

（ロ）損益区分 

営業目的で出資している匿名組合の営業により獲得した損益の持分相当額については、「売上高」及び

「売上原価」に計上しており、これに対応し、「営業投資有価証券」を加減する処理としております。営

業目的以外の目的で出資している匿名組合の営業により獲得した損益の持分相当額については、純額を

「営業外損益」に計上しており、これに対応し、「投資有価証券」を加減する処理としております。 

（ハ）払戻し処理 

出資金の払戻し（営業により獲得した損益の持分相当額を含む）については、「営業投資有価証券」ま

たは「投資有価証券」を減額する処理としております。 

②たな卸資産 

商品、原材料及び貯蔵品 

主に最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。 
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用の有形固定資産については、主に定率法を採用しております。また、賃貸目的の有形固定資産につい

ては、主に定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物    ３年～57年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。 

  

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

②賃貸管理契約損失引当金 

賃貸管理業務のサブリース事業において貸主への賃料保証による損失発生に備えるため、当連結会計年度末に

おいて賃料保証している物件のうち、損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積もることのできる物件に

ついて、損失見積額を計上しております。 

③株主優待引当金 

将来の株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度以降において発生すると見込まれる額

を計上しております。 

  

（４）退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

  
（５）のれんの償却方法及び償却期間 

原則として３年間の均等償却を行っております。ただし、事業計画等により効果の発現する期間を合理的に見積

もることが可能な場合は、当該期間（最長20年）において均等償却を行っております。 

  
（６）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 

  

（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
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(表示方法の変更) 

(連結貸借対照表) 

① 前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「未収入金」は、金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた2,693百

万円は、「未収入金」1,516百万円、「その他」1,177百万円として組み替えております。 

② 前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「前受家賃」は、金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた4,536百

万円は、「前受家賃」1,347百万円、「その他」3,189百万円として組み替えております。 

  
(連結損益計算書) 

前連結会計年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「為替差益」及び「貸倒引当金戻入

額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「雑収入」に表示していた22百万

円は、「為替差益」３百万円、「貸倒引当金戻入額」６百万円及び「雑収入」13百万円として組み替えており

ます。 
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（連結貸借対照表関係） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。 

  

※３．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。 

なお、上記以外に子会社株式を、前連結会計年度12,141百万円担保に供しております。 

  
担保付債務は次のとおりであります。 

  

※４．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行（前連結会計年度は２行）と当座貸

越契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末における借入未実行残高は次のとおり

であります。 

  

 

  
前連結会計年度  

（2017年９月30日） 

当連結会計年度  

（2018年９月30日）  

減価償却累計額 3,650百万円 1,820百万円 
 

  
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 

当連結会計年度 

（2018年９月30日） 

投資有価証券（株式） 2,144百万円 2,028百万円 
 

  
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 

当連結会計年度 

（2018年９月30日） 

現金及び預金 6百万円 6百万円 

建物及び構築物 4,261百万円 872百万円 

建設仮勘定 213百万円 ―百万円 

土地 9,937百万円 1,454百万円 

有形固定資産（その他） 20百万円 3百万円 

投資有価証券 2,137百万円 2,021百万円 

計 16,577百万円 4,357百万円 
 

  
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 

当連結会計年度 

（2018年９月30日） 

１年内返済予定の長期借入金  1,946百万円 350百万円 

長期借入金  19,414百万円 3,075百万円 

未払金 29百万円 158百万円 

長期未払金 103百万円 584百万円 

計 21,492百万円 4,167百万円 
 

  
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 

当連結会計年度 

（2018年９月30日） 

当座貸越限度額及び 
貸出コミットメントの総額 

1,200百万円 1,000百万円 

借入実行残高  200百万円 ―百万円 

差引額 1,000百万円 1,000百万円 
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（連結損益計算書関係） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

（注） 当連結会計年度の固定資産売却益は、2018年１月に資産の効率化を目的として福岡地区の賃貸物件を売却

した際に発生した利益等であります。のれんの額は、当該賃貸物件を取得した際に生じたのれんを取り崩

した額であります。なお、同一物件の売却により発生した固定資産売却益と固定資産売却損は相殺し、連

結損益計算書上では固定資産売却益として表示しております。 

  
※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 

  
前連結会計年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

給料手当 4,133百万円 4,423百万円 

賞与引当金繰入額 23百万円 △7百万円 

退職給付費用 36百万円 40百万円 

貸倒引当金繰入額 17百万円 27百万円 

のれん償却額 1,156百万円 913百万円 
 

  
前連結会計年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

土地  ―百万円  575百万円  

ソフトウェア 267百万円  ―百万円  

建物及び構築物 ―百万円  2,395百万円 

のれん ―百万円 △2,767百万円 

その他  0百万円  15百万円  

計  268百万円  218百万円  
 

  
前連結会計年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

土地  ―百万円 2百万円 

その他 0百万円 0百万円 

計 0百万円 2百万円 
 

  
前連結会計年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

建物及び構築物 28百万円 33百万円 

のれん ―百万円 2百万円 

その他 18百万円 77百万円 

計 46百万円 112百万円 
 

― 55 ―



※５．減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

  
前連結会計年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 

当社グループは、店舗用資産は店舗単位で、その他の事業用資産はセグメント単位で、賃貸用不動産は個々の

物件単位で資産のグルーピングを行っております。 

  

その他事業については、将来収益獲得能力等を勘案した結果、リース資産について帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、リース資産の回収可能価額は、使

用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを2.6％で割り引いて算定しております。 

  
当連結会計年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日） 

当社グループは、店舗用資産は店舗単位で、その他の事業用資産はセグメント単位で、賃貸用不動産は個々の

物件単位で資産のグルーピングを行っております。 

  
その他事業については、将来収益獲得能力等を勘案した結果、建物附属設備について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、建物附属設備の回収可能価額

は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、回収可能価額を零として評

価しております。 

  
（連結包括利益計算書関係） 

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

 

用途 場所 種類 

賃貸用不動産 福岡県北九州市 リース資産 
 

種類 金額 

リース資産 0百万円 

計 0百万円 
 

用途 場所 種類 

その他の事業用資産 福岡県北九州市 建物附属設備 
 

種類 金額 

建物附属設備 203百万円 

計 203百万円 
 

  
前連結会計年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

その他有価証券評価差額金：     

 当期発生額 △18百万円 △1百万円 

  組替調整額  21百万円 ―百万円 

    税効果調整前 3百万円 △1百万円 

    税効果額 ―百万円 ―百万円 

    その他有価証券評価差額金  3百万円 △1百万円 

為替換算調整勘定：     

当期発生額   6百万円 △3百万円 

持分法適用会社に対する持分相当額：     

当期発生額 2百万円 △1百万円 

その他の包括利益合計 12百万円 △6百万円 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

１ 発行済普通株式の増加及び減少数は次のとおりであります。 

新株予約権の行使による増加    2,250,000株 

  
２ 自己株式数の増加及び減少数の内訳は次のとおりであります。 

単元未満株式の買取による増加    1,010株 

単元未満株式の買増請求による減少    10株 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）ＡＰＡＭＡＮ㈱第５回新株予約権の当連結会計年度減少は、権利行使及び権利失効によるものであります。 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

2016年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

  

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

2017年11月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

  

 

  
当連結会計年度 
期首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 16,028,060 2,250,000 ― 18,278,060 

合計 16,028,060 2,250,000 ― 18,278,060 

自己株式         

普通株式 476,992 1,010 10 477,992 

合計 476,992 1,010 10 477,992 
 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計 
年度末 

提出会社 
（親会社） 

ＡＰＡＭＡＮ㈱ 
第５回新株予約権 

普通株式 2,370,000 ― 2,370,000 ― ― 

合計 ― ― 2,370,000 ― 2,370,000 ― ― 
 

配当金の総額 普通株式 186,612,816円 

配当原資 普通株式 利益剰余金 

１株当たり配当額  普通株式 12円 

基準日 2016年９月30日   

効力発生日 2016年12月26日   
 

配当金の総額 普通株式 213,600,816円 

配当原資 普通株式 利益剰余金 

１株当たり配当額  普通株式  12円 

基準日 2017年９月30日   

効力発生日 2017年12月７日   
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当連結会計年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

自己株式数の増加及び減少数の内訳は次のとおりであります。 

単元未満株式の買取による増加    1,480株 

単元未満株式の買増請求による減少    50株 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

2017年11月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

  

2018年４月27日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

  

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

2018年11月５日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

  

 

  
当連結会計年度 
期首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 18,278,060 ― ― 18,278,060 

合計 18,278,060 ― ― 18,278,060 

自己株式         

普通株式 477,992 1,480 50 479,422 

合計 477,992 1,480 50 479,422 
 

配当金の総額 普通株式 213,600,816円 

配当原資 普通株式 利益剰余金 

１株当たり配当額  普通株式  12円 

基準日 2017年９月30日   

効力発生日 2017年12月７日   
 

配当金の総額 普通株式 177,994,580円 

配当原資 普通株式 利益剰余金 

１株当たり配当額  普通株式  10円 

  （内訳 特別配当10円） 

基準日 2018年３月31日   

効力発生日 2018年６月７日   
 

配当金の総額 普通株式 249,180,932円 

配当原資 普通株式 利益剰余金 

１株当たり配当額  普通株式 14円 

基準日 2018年９月30日   

効力発生日 2018年12月６日   
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。 

  

（リース取引関係） 

１．ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

有形固定資産  

本社会計サーバー、事務所内機器、ＷＥＢサイト関連各種サーバー、ＬＥＤビジョン、ＬＥＤビジョン・デジ

タル印刷機及び社用車であります。 

無形固定資産  

販売管理システム（ソフトウエア）であります。  

②リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項（２）重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。  

  

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能なものに係る未経過リース料 

（注）当社グループがオーナーから長期一括借り上げしている賃貸契約のうち解約不能なものを含めております。

  

 

  
前連結会計年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

現金及び預金勘定  3,201百万円 7,773百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6百万円 △7百万円 

現金及び現金同等物 3,194百万円 7,766百万円 
 

  
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 
当連結会計年度 

（2018年９月30日） 

１年内 7,182百万円 6,571百万円 

１年超 13,415百万円 5,467百万円 

合計 20,597百万円 12,038百万円 
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（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入により行っ

ております。また、デリバティブ取引については、借入金の金利変動リスクを回避するために利用しており、投機

的な取引は行わない方針であります。 

  

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

有価証券及び投資有価証券は、主に売買目的有価証券、業務上の関係を有する企業の株式及び匿名組合出資等で

あり、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

借入金は、主に不動産取引、システム開発等に係る資金調達を目的としております。 

  

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当社グループは、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。 

  デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行って

おります。 

②市場リスクの管理 

当社は、有価証券及び投資有価証券については、担当部門が定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、運用

方針の検討を行っております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、デリバティブ取引に関する権限規程等を定めた内部規程に基づき、

取締役会承認後、管理本部にて行っております。 

③資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社グループは、経理・財務規程に基づき担当部門が資金計画を策定・更新し、効率的な資金の調達及び運用を

実施しております。 

  

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるもの及び重要性の低いものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

前連結会計年度（2017年９月30日） 

（＊１）受取手形及び売掛金に個別計上している貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（ ）で示しております。 

  

当連結会計年度（2018年９月30日） 

（＊１）受取手形及び売掛金に個別計上している貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）連結貸借対照表では流動資産の「その他」に含まれている、有価証券（連結貸借対照表計上額30百万円）

も含めて表示しております。 

 

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

（１）現金及び預金 3,201 3,201 ― 

（２）受取手形及び売掛金 1,473 1,473 ― 

貸倒引当金（＊１） △5 △5 ― 

  1,468 1,468 ― 

（３）投資有価証券 2,138 3,698 1,559 

資産計 6,808 8,367 1,559 

（１）買掛金 1,464 1,464 ― 

（２）短期借入金 200 200 ― 

（３）１年内返済予定の長期借入金 2,715 2,715 ― 

（４）長期借入金 23,596 23,596 ― 

負債計 27,976 27,976 ― 

デリバティブ取引（＊２） （2） （2） ― 
 

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

（１）現金及び預金 7,773 7,773 ― 

（２）受取手形及び売掛金 1,567 1,567 ― 

貸倒引当金（＊１） △9 △9 ― 

  1,557 1,557 ― 

（３）有価証券及び投資有価証券（＊２） 2,051 2,916 864 

資産計 11,383 12,248 864 

（１）買掛金 1,005 1,005 ― 

（２）１年内返済予定の長期借入金 1,979 1,979 ― 

（３）長期借入金 17,797 17,797 ― 

負債計 20,783 20,783 ― 
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（注）１．金融商品の時価の算定方法、有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

  

（３）有価証券及び投資有価証券 

上場株式については取引所の価格によっております。なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項について

は、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。 

  

負債 

（１）買掛金、（２）短期借入金、（３）１年内返済予定の長期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

  

（４）長期借入金 

長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考え

られるため、当該価額によっております。 

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を、新規の借入において

想定される利率により割り引いて時価を算定しております。 

  
デリバティブ取引 

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。 

  

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

（＊１）非上場証券及び出資金については市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「２．金融商品の時価等に関する事項」の

表には含めておりません。 

（＊２）敷金及び保証金については市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、「２．金融商品の時価等に関する事項」の表には

含めておりません。 

（＊３）長期預り敷金及び長期預り保証金は市場価格がなく、かつ、入居から退去までの実質的な預託期間を算定

することが困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められる

ため、「２．金融商品の時価等に関する事項」の表には含めておりません。 

 

    （単位：百万円）

区分 
前連結会計年度  

（2017年９月30日） 
当連結会計年度 

（2018年９月30日） 

非上場証券（＊１） 626 1,219 

出資金（＊１） 2 52 

敷金及び保証金（＊２） 2,228 2,659 

長期預り敷金（＊３） 1,471 1,576 

長期預り保証金（＊３） 2,688 174 
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（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（2017年９月30日） 

  

当連結会計年度（2018年９月30日） 

  

（注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（2017年９月30日） 

  

当連結会計年度（2018年９月30日） 

  

 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金 3,201 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 1,473 ― ― ― 
 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金 7,773 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 1,567 ― ― ― 
 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
２年以内 
（百万円） 

２年超 
３年以内 
（百万円） 

３年超 
４年以内 
（百万円） 

４年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

長期借入金 2,715 2,630 2,629 2,420 2,329 13,586 

合計 2,715 2,630 2,629 2,420 2,329 13,586 
 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
２年以内 
（百万円） 

２年超 
３年以内 
（百万円） 

３年超 
４年以内 
（百万円） 

４年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

長期借入金 1,979 1,949 1,947 1,940 1,940 10,020 

合計 1,979 1,949 1,947 1,940 1,940 10,020 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券 

前連結会計年度（2017年９月30日） 

（注）１．表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

２．非上場証券（連結貸借対照表計上額620百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

当連結会計年度（2018年９月30日） 

（注）１．表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

２．非上場証券（連結貸借対照表計上額961百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 

  

当連結会計年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日） 

  

３．減損処理を行った有価証券 

前連結会計年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 

有価証券について21百万円（その他有価証券21百万円）の減損処理を行なっております。 

当連結会計年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日） 

有価証券については、減損処理を行なっておりません。 

 

区分 種類 
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 

（１）株式 ― ― ― 

（２）その他 ― ― ― 

小 計 ― ― ― 

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 

（１）株式 0 0 ― 

（２）その他 0 0 ― 

小 計 0 0 ― 

合計 0 0 ― 
 

区分 種類 
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 

（１）株式 ― ― ― 

（２）その他 ― ― ― 

小 計 ― ― ― 

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 

（１）株式 0 0 ― 

（２）その他 ― ― ― 

小 計 0 0 ― 

合計 0 0 ― 
 

種類 
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

（１）株式 407 182 ― 

（２）その他 30 0 ― 

合計 437 182 ― 
 

種類 
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

（１）株式 67 0 ― 

（２）その他 92 1 ― 

合計 159 1 ― 
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（デリバティブ取引関係） 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

金利関連 

前連結会計年度（2017年９月30日） 

（注）時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

当連結会計年度（2018年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付型制度を採用しております。  

当社及び連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算してお

ります。  

  

２．確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 

  

（２）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表 

  
（３）退職給付費用 

     

区分 取引の種類 
契約額等  
（百万円） 

契約額等のうち 
１年超  

（百万円） 

時価  
（百万円） 

評価損益  
（百万円） 

市場取引 
以外の取引 

金利スワップ取引  
変動受取・固定支払 

300 ― △2 12 

 

  
前連結会計年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

退職給付に係る負債の期首残高 144百万円 161百万円 

 退職給付費用 36百万円 40百万円 

 退職給付の支払額 △19百万円 △27百万円 

退職給付に係る負債の期末残高  161百万円 175百万円 
 

  
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 
当連結会計年度 

（2018年９月30日） 

非積立型制度の退職給付債務  161百万円 175百万円 

連結貸借対照表に計上された 
負債と資産の純額 

  161百万円 175百万円 

      

退職給付に係る負債  161百万円 175百万円 

連結貸借対照表に計上された 
負債と資産の純額 

  161百万円 175百万円 
 

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度36百万円 当連結会計年度40百万円 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。 
  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

  

 

  
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 
 

当連結会計年度 
（2018年９月30日） 

繰延税金資産         

 税務上の繰越欠損金 3,012百万円   2,414百万円 
 

 固定資産減損損失 283百万円   283百万円 

 関係会社株式評価損 15百万円   ―百万円 

 投資有価証券評価損 73百万円   56百万円 

 貸倒引当金 142百万円   126百万円 

 敷引契約時一括償却 32百万円   53百万円 

 退職給付に係る負債 52百万円   56百万円 

 賞与引当金 3百万円   ―百万円 

 減価償却超過額 271百万円   244百万円 

 その他 183百万円   208百万円 

繰延税金資産小計 4,070百万円   3,444百万円 

評価性引当額 △1,178百万円   △1,744百万円 

繰延税金資産合計 2,891百万円   1,699百万円 

繰延税金負債         

 全面時価評価法による評価差額 △361百万円   △51百万円 

繰延税金負債合計 △361百万円   △51百万円 

繰延税金資産（負債）の純額 2,530百万円   1,648百万円 
 

  
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 
 

当連結会計年度 
（2018年９月30日） 

流動資産－繰延税金資産 711百万円   446百万円 

固定資産－繰延税金資産 1,819百万円   1,202百万円 

流動負債－繰延税金負債 ―百万円   ―百万円 

固定負債－繰延税金負債 ―百万円   ―百万円 
 

  
前連結会計年度 

（2017年９月30日） 
 

当連結会計年度 
（2018年９月30日） 

法定実効税率 30.9 ％   30.9 ％ 

（調整）           

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.2 ％   8.1 ％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0 ％   △0.0 ％ 

住民税均等割 2.8 ％   6.0 ％ 

評価性引当額の増減等 △21.9 ％   61.4 ％ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ― ％   △0.3 ％ 

のれん償却 16.3 ％   113.1 ％ 

内部取引消去 △0.6 ％   △1.4 ％ 

持分法による投資損失 0.0 ％   6.0 ％ 

親会社と連結子会社の税率差異 6.0 ％   11.3 ％ 

その他 0.5 ％   -0.2 ％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.2 ％   234.8 ％ 
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（資産除去債務関係） 

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

（賃貸等不動産関係） 

当社及び一部の連結子会社では、政令指定都市を中心に日本各地において、主に事務所施設及び賃貸マンション

等を所有しております。 

前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は412百万円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上

原価に計上）、固定資産売却益は０百万円（特別利益に計上）であります。 

当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は131百万円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上

原価に計上）、固定資産売却益は203百万円（特別利益に計上）であります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま

す。 

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は新規取得（61百万円）、主な減少額は減価償却費

（227百万円）及び売却（３百万円）であります。当連結会計年度の主な増加額は新規取得（23百万

円）、主な減少額は減価償却費（1,006百万円）及び売却（11,302百万円）であります。 

３．期末の時価は、主として「固定資産税評価額」を基に合理的な調整を行って算出した金額でありま

す。 

  

 

    （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

連結貸借対照表計上額 

期首残高 15,317 15,148 

期中増減額 △169 △12,285 

期末残高 15,148 2,863 

期末時価 17,549 3,279 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、包括的な事業戦略の立案を行い、グループ会社が個別事業の戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。 

したがって、当社は、グループ会社を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「Ｓｈａｒｉｎｇ

ｅｃｏｎｏｍｙ事業」、「Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業」及び「Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業」の３つを報告セ

グメントとしております。 

「Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業」は、主にコワーキングスペース、コインパーキング、民泊、シェアサイ

クル等のシェアリングビジネスを展開しております。「Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業」は、主に賃貸管理、サブリース、賃

貸仲介及び付帯商品等のサービスをオーナー様や入居者様等に提供しております。「Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏ

ｇｙ事業」は、主にクラウドサービス、ＲＰＡ（Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ）、Ｗｅ

ｂサービス等の開発並びに提供を行っております。 

  

（報告セグメントの変更等に関する事項） 

当社は、不動産賃貸仲介業界の質的向上やＩＴ化を目的に設立された経緯があり、改めて、「テクノロジーを

核とした革新的なサービスを提供する企業」への変革を目的に事業改革を進めております。 

本事業改革に伴い事業セグメントが変更になったため、当連結会計年度より、報告セグメントを「Ｓｈａｒｉ

ｎｇ ｅｃｏｎｏｍｙ事業」「Ｐｌａｔｆｏｒｍ事業」「Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ事業」に変更して

おります。 

なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載しておりま

す。 

  
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方法と概

ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの金額であります。セグメント間の内部利益及び振替

高は、市場実勢価格に基づいております。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日）  

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＰＩ・ファンド事業、

コンストラクションＦＣ業務、自販機業務等を含んでおります。 

２．調整額は以下のとおりであります。 

（１）セグメント利益の調整額△657百万円は、主に報告セグメントに帰属しない本社費用でありま

す。 

（２）セグメント資産の調整額2,723百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産であ

ります。 

（３）減価償却費の調整額37百万円は、主に全社資産にかかる償却費であります。 

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

      （単位：百万円）

  

報告セグメント 

その他 
（注）１

合計 
調整額  
（注）２ 

連結財務諸
表計上額
（注）３ Sharing 

economy 
Platform

Cloud 
technology

計 

売上高                 

外部顧客への売上高 1,109 31,280 5,972 38,363 1,899 40,262 ― 40,262 

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

0 84 1,008 1,093 255 1,348 △1,348 ― 

計 1,109 31,364 6,981 39,456 2,154 41,611 △1,348 40,262 

セグメント利益 28 2,200 1,084 3,313 △100 3,213 △657 2,556 

セグメント資産 1,199 14,352 5,467 21,019 19,904 40,923 2,723 43,646 

その他の項目                 

減価償却費 21 91 297 410 241 652 37 689 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

180 326 1,318 1,825 284 2,109 591 2,700 
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当連結会計年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日）  

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＰＩ・ファンド事業、

コンストラクションＦＣ業務、自販機業務等を含んでおります。 

２．調整額は以下のとおりであります。 

（１）セグメント利益又は損失（△）の調整額△687百万円は、主に報告セグメントに帰属しない本社

費用であります。 

（２）セグメント資産の調整額6,860百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産であ

ります。 

（３）減価償却費の調整額50百万円は、主に全社資産にかかる償却費であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 

    （単位：百万円）

  

報告セグメント 

その他 
（注）１

合計 
調整額  
（注）２ 

連結財務諸
表計上額
（注）３ Sharing 

economy 
Platform

Cloud 
technology

計 

売上高                 

外部顧客への売上高 1,302 33,306 6,180 40,789 892 41,682 ― 41,682 

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

15 62 1,153 1,231 91 1,322 △1,322 ― 

計 1,317 33,368 7,334 42,021 984 43,005 △1,322 41,682 

セグメント利益 
又は損失（△） 

△462 1,973 1,147 2,658 △345 2,313 △687 1,626 

セグメント資産 5,053 16,092 5,365 26,512 2,173 28,685 6,860 35,545 

その他の項目                 

減価償却費 66 143 306 517 112 629 50 679 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

734 245 411 1,390 154 1,544 171 1,716 
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【関連情報】 

前連結会計年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。  

（２）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載はありませ

ん。  

  

当連結会計年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。  

（２）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載はありませ

ん。  

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自  2016年10月１日  至  2017年９月30日） 

  

当連結会計年度（自  2017年10月１日  至  2018年９月30日） 

（注）「その他」の金額は、あるあるＣｉｔｙ業務に係るものであります。  

  

 

      （単位：百万円） 

  

報告セグメント 
その他  
（注） 

全社・消去 合計 
Sharing 
economy 

Platform 
Cloud 

technology 
計 

減損損失 0 ― ― 0 ― ― 0 
 

      （単位：百万円） 

  

報告セグメント 
その他  
（注） 

全社・消去 合計 
Sharing 
economy 

Platform 
Cloud 

technology 
計 

減損損失 ― ― ― ― 203 ― 203 
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度（自  2016年10月１日  至  2017年９月30日） 

（注）「その他」の金額は、不動産投資業務・自販機業務に係るものであります。  

  

当連結会計年度（自  2017年10月１日  至  2018年９月30日） 

（注）「その他」の金額は、不動産投資業務・自販機業務に係るものであります。  

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 

該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日） 

該当事項はありません。  

  

 

      （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他  
（注） 

消去・全社 合計 
Sharing 
economy 

Platform 
Cloud 

technology 
計 

当期償却額 0 619 ― 619 537 ― 1,156 

当期末残高 2 5,741 ― 5,743 4,025 ― 9,769 
 

      （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他  
（注） 

消去・全社 合計 
Sharing 
economy 

Platform 
Cloud 

technology 
計 

当期償却額 3 634 ― 637 275 ― 913 

当期末残高 28 6,204 ― 6,232 982 ― 7,215 
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【関連当事者情報】 

関連当事者との取引 

１．連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

前連結会計年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

 １．石川雅浩氏は2016年12月22日をもって当社常務取締役を退任しており、上記内容は当連結会計年度の在任

期間に係るものであります。 

２．2011年２月４日取締役会決議により発行した第５回新株予約権であります。 
  

当連結会計年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日） 

該当事項はありません。 
  

２．連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

前連結会計年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

２．ソフトウエアの購入については、見積書を入手し交渉の上、決定しております。 

３．固定資産の売却については、売却価格は第三者による鑑定評価額等に基づき決定しております。 
  

当連結会計年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日） 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

２．ソフトウエアの購入については、見積書を入手し交渉の上、決定しております。 

３．株式の売却価格は、対象となった会社の純資産価額等を基準に総合的に勘案して、交渉・協議の上決定し

ております。 

 

種類 

会社等の  

名称又は  

氏名 

所在地 

資本金又は 

出資金  

（百万円） 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者  

との関係 

取引の  

内容 

取引金額  

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円）

役員 大村 浩次 ― ― 
当社代表  

取締役社長 

（被所有） 

直接 25.8 

取締役社長  

（代表取締役）

新株予約

権行使 
618 ― ― 

役員 
石川 雅浩 

（注）１ 
― ― 

当社  

常務取締役 

（被所有） 

 直接 1.4 
常務取締役 

新株予約

権行使 
68 ― ― 

役員 川森 敬史 ― ― 
当社  

常務取締役 

（被所有） 

 直接 1.0 
常務取締役 

新株予約

権行使 
49 ― ― 

 

種類  

会社等の  

名称又は  

氏名 

所在地 

資本金又は 

出資金  

（百万円） 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者  

との関係 

取引の  

内容 

取引金額  

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円）

関連  

会社 

㈱システム 

ソフト 

東京都 

千代田区 
1,506 

Cloud 

technology 

（所有） 

間接 34.8 

・役員の兼任あり  

・ソフトウエアの購入 

・固定資産の売却 

ソフトウエア 

の購入 

（注）１、２ 

1,344 買掛金 632

固定資産 

の売却 

（注）３ 

（売却代金） 

400 
― ― 

（売却益） 

395 
― ― 

 

種類  

会社等の  

名称又は  

氏名 

所在地 

資本金又は 

出資金  

（百万円） 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者  

との関係 

取引の  

内容 

取引金額  

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円）

関連  

会社 

㈱システム 

ソフト 

東京都 

千代田区 
1,506 

Cloud 

technology 

（所有） 

間接 34.8 

・役員の兼任あり  

・ソフトウエアの購入 

・関係会社株式の売却 

ソフトウエア 

の購入 

（注）１、２ 

333 買掛金 41

関係会社株式 

の売却 

（注）３ 

（売却代金） 

49 
― ― 

 

― 73 ―



（１株当たり情報） 

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であるた

め、記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

 

  
前連結会計年度 

（自 2016年10月１日 
  至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 

  至 2018年９月30日） 

１株当たり純資産額 332.47円 249.65円 

１株当たり当期純利益金額又は 
１株当たり当期純損失金額（△） 

76.83円 △60.30円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 73.41円 ―円 
 

  
前連結会計年度 

（自 2016年10月１日 
  至 2017年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 2017年10月１日 

  至 2018年９月30日） 

１株当たり当期純利益金額又は 
１株当たり当期純損失金額（△） 

   

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属
する当期純損失（△）（百万円） 

1,300 △1,073 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益又は 
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失（△）
（百万円） 

1,300 △1,073 

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,921 17,799 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（百万円） 
（関連会社における新株予約権が権利行使された場合
の、親会社持分比率変動によるもの） 

△5 ― 

普通株式増加数（千株） 718 ― 

（うち新株予約権（千株）） 718 ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要 

― ― 

 

  
前連結会計年度末 
（2017年９月30日） 

当連結会計年度末 
（2018年９月30日） 

純資産の部の合計額（百万円） 6,023 4,546 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 105 103 

（うち新株予約権） （―） （―）

（うち非支配株主持分） （105） （103）

普通株式に係る当連結会計年度末の純資産額（百万円） 5,918 4,443 

期末の普通株式の数（千株）（自己株式控除後） 17,800 17,798 
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（重要な後発事象） 

（札幌市豊平区の爆発事故について） 

2018年12月16日に、当社連結子会社㈱アパマンショップリーシング北海道が運営するアパマンショップ平岸駅前

店において爆発事故が発生いたしました。 

現時点では、関係当局による調査中のため、当該事故による損害が翌事業年度以降の財政状態及び経営成績に影

響を与える可能性がありますが、合理的に見積もることは困難な状況であります。 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。  

  

【借入金等明細表】 

（注）１．１年以内に返済予定のリース債務は連結貸借対照表では流動負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）は連結貸借対照表では固定負債の「その他」に含めて

表示しております。 

３．「平均利率」については、期末借入金残高及びリース債務残高に対する加重平均利率を記載しておりま

す。 

４．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除

く。）の連結決算日後５年間における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

【資産除去債務明細表】 

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定によ

り記載を省略しております。  

  

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 200 ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,715 1,979 0.7 ― 

１年以内に返済予定のリース債務 46 61 4.2 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 23,596 17,797 0.6 
  2021年５月～ 
2028年７月  

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 93 57 3.1 
  2019年12月～ 
2022年８月  

合計 26,652 19,896 ― ― 
 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,949 1,947 1,940 1,940 

リース債務 32 23 1 ― 
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（２）【その他】 

当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度 

売上高（百万円） 9,756 20,771 30,556 41,682 

税金等調整前四半期（当期） 
純利益金額（百万円） 

88 848 1,034 807 

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失
金額（△）（百万円） 

69 △441 △498 △1,073 

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期（当期）純損失
金額（△）（円） 

3.93 △24.83 △28.00 △60.30 

 

（会計期間）  第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり四半期純利益金額又は 
１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 

3.93 △28.76 △3.17 △32.30 
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２【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

（2017年９月30日） 
当事業年度 

（2018年９月30日） 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 ※１  1,522 ※１  5,336 

    売掛金 ※２  93 ※２  22 

    営業投資有価証券 61 110 

    貯蔵品 4 0 

    前払費用 427 202 

    繰延税金資産 190 113 

    関係会社短期貸付金 ※４  1,074 ※４  3,160 

    その他 ※２  707 ※２  893 

    貸倒引当金 △480 △1,432 

    流動資産合計 3,602 8,407 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 ※１,※３  11,717 ※１,※３  1,126 

      構築物 ※１  56 ※１  6 

      機械及び装置 ※１  7 0 

      車両運搬具 0 0 

      工具、器具及び備品 ※１  20 21 

      土地 ※１,※３  822 ※１,※３  790 

      リース資産 63 7 

      建設仮勘定 ※１  244 88 

      有形固定資産合計 12,932 2,041 

    無形固定資産     

      のれん 2 2 

      商標権 37 42 

      ソフトウエア 24 24 

      その他 12 22 

      無形固定資産合計 77 91 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 29 7 

      関係会社株式 ※１  26,227 26,465 

      長期貸付金 30 29 

      長期前払費用 63 141 

      敷金及び保証金 589 884 

      繰延税金資産 106 ― 

      その他 40 39 

      貸倒引当金 △70 △66 

      投資その他の資産合計 27,016 27,501 

    固定資産合計 40,026 29,634 

  資産合計 43,628 38,042 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

（2017年９月30日） 
当事業年度 

（2018年９月30日） 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 ※２  0 ※２  0 

    1年内返済予定の長期借入金 ※１  2,626 ※１  1,965 

    関係会社短期借入金 ※５  3,920 ※５  3,225 

    リース債務 16 7 

    未払金 ※１,※２  224 ※１,※２  643 

    未払費用 1 2 

    未払法人税等 242 599 

    賞与引当金 5 ― 

    株主優待引当金 9 7 

    前受金 ※２  24 ※２  24 

    預り金 17 63 

    前受収益 ※２  67 ※２  15 

    その他 27 502 

    流動負債合計 7,183 7,056 

  固定負債     

    長期借入金 ※１  23,582 ※１  17,781 

    リース債務 54 0 

    繰延税金負債 ― 333 

    退職給付引当金 82 85 

    資産除去債務 3 3 

    長期預り保証金 ※２  2,596 ※２  85 

    金利スワップ負債 2 ― 

    その他 ※１  103 ※１  584 

    固定負債合計 26,425 18,874 

  負債合計 33,608 25,930 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 7,983 7,983 

    資本剰余金     

      資本準備金 785 785 

      資本剰余金合計 785 785 

    利益剰余金     

      利益準備金 54 93 

      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金 3,049 5,102 

      利益剰余金合計 3,103 5,196 

    自己株式 △1,851 △1,853 

    株主資本合計 10,020 12,111 

  純資産合計 10,020 12,111 

負債純資産合計 43,628 38,042 
 

― 79 ―



②【損益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
（自 2016年10月１日 

  至 2017年９月30日） 

当事業年度 
（自 2017年10月１日 

  至 2018年９月30日） 

売上高 ※１  4,127 ※１  2,960 

売上原価 ※１  1,797 ※１  849 

売上総利益 2,330 2,111 

販売費及び一般管理費 ※１,※２  1,214 ※１,※２  1,249 

営業利益 1,115 861 

営業外収益     

  受取利息 ※１  9 ※１  31 

  受取配当金 0 0 

  金利スワップ評価益 12 ― 

  雑収入 0 5 

  営業外収益合計 23 37 

営業外費用     

  支払利息 ※１  319 ※１  241 

  支払手数料 43 83 

  貸倒引当金繰入額 152 948 

  雑損失 92 117 

  営業外費用合計 608 1,390 

経常利益又は経常損失（△） 529 △491 

特別利益     

  固定資産売却益 0 4,111 

  投資有価証券売却益 0 1 

  関係会社株式売却益 1 53 

  新株予約権戻入益 0 ― 

  特別利益合計 2 4,165 

特別損失     

  固定資産除却損 ※３  37 ― 

  関係会社株式評価損 47 ― 

  リース解約損 7 0 

  災害関連費用 ― 7 

  本社移転関連費用 64 ― 

  その他 6 0 

  特別損失合計 163 9 

税引前当期純利益 368 3,665 

法人税、住民税及び事業税 244 664 

法人税等調整額 △336 516 

法人税等合計 △91 1,180 

当期純利益 460 2,484 
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【売上原価明細書】 

  

  

 

    
前事業年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当事業年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ Ｓｈａｒｉｎｇ ｅｃｏ
ｎｏｍｙ原価 

          

減価償却費    ―   38   

計    ―  ― 38 4.5 

Ⅱ Ｐｌａｔｆｏｒｍ原価           

家賃原価    ―   ―   

減価償却費    ―   ―   

計    ―  ― ― ― 

Ⅲ Ｃｌｏｕｄ ｔｅｃｈｎ
ｏｌｏｇｙ原価 

          

賃借料    301   294   

減価償却費    7   5   

計   309 17.2 300 35.3 

Ⅳ その他事業原価           

家賃原価   863   307   

その他事業原価   42   ―   

減価償却費   581   203   

計   1,487 82.8 511 60.2 

合計   1,797 100.0 849 100.0 
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③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 

  

  

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 7,613  414  ― 414 35 2,794 2,829  △1,850 9,006 

当期変動額                   

新株の発行 370  370    370         740 

新株予約権の失効                   

剰余金の配当           △186 △186    △186 

利益準備金の積立         18 △18 ―   ― 

当期純利益           460 460    460 

自己株式の取得               △0 △0 

自己株式の処分     △0 △0       0 0 

利益剰余金から資本剰余

金への振替 
    0 0   △0 △0    ― 

当期変動額合計 370  370  ― 370 18 254 273  △0 1,013 

当期末残高 7,983  785  ― 785 54 3,049 3,103  △1,851 10,020 
 

  新株予約権 純資産合計 

当期首残高 5 9,012 

当期変動額     

新株の発行 △5 735 

新株予約権の失効 △0 △0 

剰余金の配当   △186 

利益準備金の積立   ― 

当期純利益   460 

自己株式の取得   △0 

自己株式の処分   0 

利益剰余金から資本剰余

金への振替 
  ― 

当期変動額合計 △5 1,008 

当期末残高 ― 10,020 
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当事業年度（自 2017年10月１日 至 2018年９月30日） 

  

  

 

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 7,983  785  ― 785 54 3,049 3,103  △1,851 10,020 

当期変動額                   

剰余金の配当           △391 △391    △391 

利益準備金の積立         39 △39 ―   ― 

当期純利益           2,484 2,484    2,484 

自己株式の取得               △1 △1 

自己株式の処分     △0 △0       0 0 

利益剰余金から資本剰

余金への振替 
    0 0   △0 △0    ― 

当期変動額合計 ― ― ― ― 39 2,053 2,092  △1 2,091 

当期末残高 7,983  785  ― 785 93 5,102 5,196  △1,853 12,111 
 

  純資産合計 

当期首残高 10,020  

当期変動額   

剰余金の配当 △391  

利益準備金の積立 ― 

当期純利益 2,484  

自己株式の取得 △1  

自己株式の処分 0  

利益剰余金から資本剰

余金への振替 
― 

当期変動額合計 2,091  

当期末残高 12,111  
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【注記事項】 

（重要な会計方針） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

①時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。 

②時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

③匿名組合出資金の会計処理 

イ．貸借対照表の表示 

匿名組合に対する出資金については、営業目的の出資金を流動資産の「営業投資有価証券」に計上し

ております。 

ロ．損益区分 

営業目的で出資している匿名組合の営業により獲得した損益の持分相当額については、「売上高」及

び「売上原価」に計上しており、これに対応し、「営業投資有価証券」を加減する処理としておりま

す。 

ハ．払戻し処理 

出資金の払戻し（営業により獲得した損益の持分相当額を含む）については、「営業投資有価証券」

を減額する処理としております。 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用の有形固定資産については、主に定率法を採用しております。また、賃貸目的の有形固定資産につい

ては、主に定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ４年～57年 

構築物 10年～45年 

機械及び装置 ８年～17年 

工具、器具及び備品 ４年～15年 
 

商標権 10年 

自社利用のソフトウエア ５年 
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（３）リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。 

  
３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し回

収不能見込額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法）に基づき計上しており

ます。 

（３）株主優待引当金 

将来の株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度以降において発生すると見込まれる額を計

上しております。 

  

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

  

（貸借対照表関係） 

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  
担保付債務は、次のとおりであります。 

  
なお、上記の担保に供している資産以外に、前事業年度は連結子会社３社から、当事業年度は連結子会社   

２社から、担保提供を受け、担保に供している資産は次のとおりであります。 

  

 

  
前事業年度 

（2017年９月30日） 
当事業年度 

（2018年９月30日） 

現金及び預金  6百万円  6百万円 

建物   11,635百万円  877百万円 

構築物   51百万円  2百万円 

機械及び装置   7百万円  ―百万円 

工具、器具及び備品   13百万円  ―百万円 

建設仮勘定  213百万円  ―百万円 

土地   790百万円  759百万円 

関係会社株式   12,141百万円  ―百万円 

計   24,859百万円  1,644百万円 
 

  
前事業年度 

（2017年９月30日） 
当事業年度 

（2018年９月30日） 

１年内返済予定の長期借入金  1,946百万円  350百万円 

長期借入金  19,414百万円  3,075百万円 

未払金 29百万円  158百万円 

長期未払金 103百万円  584百万円 

計  21,492百万円  4,167百万円 
 

  
前事業年度 

（2017年９月30日） 
当事業年度 

（2018年９月30日） 

建物  48百万円  44百万円 

土地  714百万円  714百万円 

関係会社株式  2,480百万円  2,480百万円 

計 3,243百万円  3,239百万円 
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※２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権及び金銭債務の金額は、次のとおりであります。 

  

※３．圧縮記帳額 

下記の圧縮記帳額を当該資産の取得価額から控除しております。 

  

※４．当社は前事業年度は連結子会社６社と、当事業年度は連結子会社５社と当座貸越契約及び貸出コミットメント 

 契約を締結しております。当該各契約における貸出未実行残高は次のとおりであります。 

  

※５．当社は運転資金の効率的な調達を行うため、前事業年度は取引銀行１行、連結子会社３社と、当事業年度は取 

 引銀行１行、連結子会社２社と、当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は 

 次のとおりであります。 

  

 

  
前事業年度 

（2017年９月30日） 
当事業年度 

（2018年９月30日） 

短期金銭債権  711百万円 366百万円 

短期金銭債務  105百万円 44百万円 

長期金銭債務  2百万円 2百万円 
 

  
前事業年度 

（2017年９月30日） 
当事業年度 

（2018年９月30日） 

建物 8百万円 8百万円 

土地 6百万円 6百万円 

計 15百万円 15百万円 
 

  
前事業年度 

（2017年９月30日） 
当事業年度 

（2018年９月30日） 

当座貸越の極度額   5,610百万円  5,610百万円 

当座貸越の貸出実行残高   488百万円  488百万円 

差引額   5,122百万円   5,122百万円 
 

  
前事業年度 

（2017年９月30日） 
当事業年度 

（2018年９月30日） 

当座貸越契約の総額  10,000百万円 10,000百万円 

借入実行残高 3,920百万円 3,225百万円 

差引額  6,080百万円 6,774百万円 
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（損益計算書関係） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

  

※２．当社は持株会社のため販売費に属する費用はありません。全て一般管理費であります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  

 

  
前事業年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当事業年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

売上高  2,353百万円 2,408百万円 

営業費用  220百万円 221百万円 

営業取引以外の取引高  55百万円 99百万円 
 

  
前事業年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当事業年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

役員報酬 171百万円 158百万円 

給料及び手当 231百万円 223百万円 

賞与引当金繰入額 5百万円 ―百万円 

退職給付費用 1百万円 7百万円 

支払手数料 233百万円 254百万円 

減価償却費 37百万円 50百万円 

貸倒引当金繰入額 0百万円 ―百万円 

計 681百万円 694百万円 
 

  
前事業年度 

（自 2016年10月１日 
至 2017年９月30日） 

当事業年度 
（自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日） 

建物  19百万円  ―百万円 

工具、器具及び備品  17百万円  ―百万円 

計  37百万円  ―百万円 
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（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式 

前事業年度（2017年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため子会社及び

関連会社株式の時価を記載しておりません。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は以下の

とおりです。 

  

当事業年度（2018年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため子会社及び

関連会社株式の時価を記載しておりません。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は以下の

とおりです。 

  

 

区分 貸借対照表計上額  

子会社株式  26,221百万円 

関連会社株式  5百万円 

計   26,227百万円 
 

区分 貸借対照表計上額  

子会社株式 26,460百万円 

関連会社株式 5百万円 

計 26,465百万円 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

（注）当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 
  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

  
（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

 

  
前事業年度 

（2017年９月30日） 
 

当事業年度 
（2018年９月30日） 

繰延税金資産         

 未払事業税及び事業所税 13百万円   18百万円 

 貸倒引当金 168百万円   459百万円 

 退職給付引当金 25百万円   26百万円 

 賞与引当金 1百万円   ―百万円 

 減価償却超過額 68百万円   56百万円 

 固定資産減損損失 266百万円   266百万円 

 投資有価証券評価損 45百万円   45百万円 

 関係会社株式評価損 518百万円   503百万円 

 税務上の繰越欠損金 926百万円   152百万円 

 その他 13百万円   10百万円 

繰延税金資産  小 計 2,047百万円   1,537百万円 

 評価性引当額 △1,321百万円   △1,328百万円 

繰延税金資産  合 計 725百万円   209百万円 

繰延税金負債         

 関係会社株式（グループ法人税制） △428百万円   △428百万円 

繰延税金負債  合 計 △428百万円   △428百万円 

繰延税金資産（負債）の純額 296百万円   △219百万円 
 

  
前事業年度 

（2017年９月30日） 
 

当事業年度 
（2018年９月30日） 

流動資産－繰延税金資産 190百万円   113百万円 

固定資産－繰延税金資産 106百万円   ―百万円 

流動負債－繰延税金負債 ―百万円   ―百万円 

固定負債－繰延税金負債 ―百万円   △333百万円 
 

  
前事業年度 

（2017年９月30日） 
  

当事業年度 
（2018年９月30日） 

法定実効税率 30.9％   法定実効税率と税効果会
計適用後の法人税等の負
担率との差異が法定実効
税率の100分の５以下で
あるため、注記を省略し
ております。 

（調整）      

評価性引当額の増減等 △60.6％   

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.1％   

住民税均等割 0.9％   

税率変更による期末繰延税金資産の 
減額修正 

―   

その他 0.9％   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △24.8％   
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④ 【附属明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１．減損損失累計額は減価償却累計額に含めて記載しております。 

２．建物の当期増加の主な要因は、コワーキングスペースｆａｂｂｉｔの取得によるものであります。 

３．建設仮勘定の当期増加の主な要因は、コワーキングスペースｆａｂｂｉｔの取得のためのものでありま

す。 

  
【引当金明細表】 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】 

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。  

  

（３）【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 資産の種類 
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期償却額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

減価償却 
累計額 

（百万円）

有形固定資産               

  建物  11,717  637  10,971  258  1,126  777 

  構築物  56  7  55  2  6  85 

  機械及び装置  7 ―  6 0 0  94 

  車両運搬具 0 ― ― ― 0  2 

  工具、器具及備品  20   19   12  6  21 26 

  土地 822 ―  31 ―  790  858 

  リース資産  63 ―  43  12  7  69 

  建設仮勘定  244  88  244 ―  88 ― 

  計  12,932  753  11,364  278  2,041  1,914 

無形固定資産               

  のれん 2 ― ― 0  2 0 

  商標権 37  12 ―  7 42  60 

  ソフトウエア 24  5 ―  5 24  1,825 

  その他 12  23  13 ―  22 0 

  計  77  41  13  14  91  1,887 
 

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金  551  950  1  1,499 

賞与引当金  5 ―  5 ― 

株主優待引当金  9  10  12  7 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１．当社は、2018年４月27日開催の取締役会において、2018年３月末日現在の株主名簿に記載又は記録された

５単元（500株）以上保有されている株主の皆様への贈呈をもちまして、株主優待制度を廃止することを決

議いたしました。 

  

２．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。 

①会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利  

③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利  

④株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを会社に請求する権利 

  

事業年度 毎年10月１日から９月30日まで 

定時株主総会 毎事業年度終了後３カ月以内 

基準日 ９月30日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 普通株式 100株 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

 三井住友信託銀行㈱ 証券代行部 

  株主名簿管理人 

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

 三井住友信託銀行㈱ 

  取次所 ― 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他のやむを得ない事由により電子公告による

ことができないときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

（公告掲載ＵＲＬ http://www.apamanshop-ir.com/）  

株主に対する特典 なし 
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第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。  

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度（第18期）（自 2016年10月１日 至 2017年９月30日） 2017年12月25日 関東財務局長に提出 

  

（２）内部統制報告書及びその添付書類 

2017年12月25日 関東財務局長に提出 

  

（３）四半期報告書及び確認書 

（第19期第１四半期）（自 2017年10月１日 至 2017年12月31日）2018年２月13日 関東財務局長に提出 

（第19期第２四半期）（自 2018年１月１日 至 2018年３月31日）2018年５月７日 関東財務局長に提出 

（第19期第３四半期）（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）2018年８月２日 関東財務局長に提出 

  

（４）臨時報告書 

2017年12月25日 関東財務局長に提出  

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基

づく臨時報告書であります。 

2018年１月11日 関東財務局長に提出 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規

定に基づく臨時報告書であります。 

2018年12月25日 関東財務局長に提出  

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基

づく臨時報告書であります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

  

2018年12月25日

ＡＰＡＭＡＮ株式会社 

取締役会 御中  

  

  

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＡＰＡＭＡＮ株式会社の2017年10月１日から2018年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ａ

ＰＡＭＡＮ株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

  

 

  
 

太陽有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  田  尻  慶  太 印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 島  津  慎 一 郎 印 
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強調事項 

（重要な後発事象）に記載されているとおり、2018年12月16日に、連結子会社である株式会社アパマンショップリー

シング北海道が運営するアパマンショップ平岸駅前店において爆発事故が発生した。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

  
＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＡＰＡＭＡＮ株式会社の2018

年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、ＡＰＡＭＡＮ株式会社が2018年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  

 

  

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。 
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独立監査人の監査報告書  

  

2018年12月25日

ＡＰＡＭＡＮ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＡＰＡＭＡＮ株式会社の2017年10月１日から2018年９月30日までの第19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＡＰＡ

ＭＡＮ株式会社の2018年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  
 

  
 

太陽有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  田  尻  慶  太 印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  島  津  慎 一 郎 印 
 

  

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。 
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【表紙】   

【提出書類】 内部統制報告書  

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項  

【提出先】 関東財務局長  

【提出日】 2018年12月25日  

【会社名】 ＡＰＡＭＡＮ株式会社 

（旧会社名 株式会社アパマンショップホールディングス）  

【英訳名】 Apaman Co., Ltd. 

（旧英訳名 Apamanshop Holdings Co.,Ltd.）  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大村 浩次  
 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。  
 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 朝日生命大手町ビル  
 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】 

 当社代表取締役社長 大村浩次は、当社並びに連結子会社及び持分法適用関連会社（以下「当社グループ」という。）

の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制

の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」に

示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的

な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性があります。 

  
２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】 

 財務報告に係る内部統制の評価は、当連結会計年度の末日である2018年９月30日を基準日として行われており、評価

にあたっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いたしました。 

 本評価におきましては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を

行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価におき

ましては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、

当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点か

ら必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮し

て決定しており、当社及び連結子会社３社及び持分法適用関連会社１社を対象として行った全社的な内部統制の評価結

果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。なお、上記以外の連結子会社25社

及び持分法適用関連会社２社につきましては、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統

制の評価範囲に含めておりません。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲につきましては、各事業拠点の当連結会計年度の売上高（連結会社間取引消

去後）の金額が高い拠点から合算していき、当連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している４事業拠点を「重

要な事業拠点」といたしました。選定した重要な事業拠点におきましては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目と

して売上高及び売掛金に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。更に、選定した重要な事業拠点にかかわら

ず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘

定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を

勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。 

  
３【評価結果に関する事項】 

 上記の評価の結果、当連結会計年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

  
４【付記事項】 

該当事項はありません。  

５【特記事項】 

該当事項はありません。  
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